
（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

世界観光機関分担金

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 0229

観光立国

29年度当初予算

42

42 0

世界観光機関憲章第２５条

- -

42

関係する計画、
通知等

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

43 48 47 42 0

48 47

執行率（％） 100% 100% 100%

昭和５３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

経済的発展、国際間の理解、平和及び繁栄に寄与するため並びに人種、性、言語または宗教による差別なく、すべての者のために基本的人権及び自由を普
遍的に尊重し、遵守することに寄与するため、観光を振興・発展させることを目的とした諸活動を推進している国連専門機関　世界観光機関（ＵＮＷＴＯ）に対
し、国際観光交流の促進等に積極的に取り組む我が国としては、これらに資するため当該機関の活動を積極的に支援する。

前年度から繰越し - - -

43

補正予算

予備費等

当初予算 47

-

27年度

世界観光機関（ＵＮＷＴＯ）は、1975年に設立した観光に関する世界最大の国際機関である。2003年には国連の専門機関となった。我が国は1978年に正式加
盟。現在は世界156カ国が加盟。加盟国・地域は憲章により分担金を毎年義務的に拠出することが決められている。我が国も分担金を毎年決められた分担率
（*）で拠出する。
当該機関は、2年に1度開催する総会において２年間の活動事項を策定し承認された活動を加盟国・地域を対象に実施している。

* 加盟国の分担金は、国民総所得と人口、国連が決定した国連加盟国の分担率及び国際観光収入の各要素を元に加盟国を１３グループに分けた分担率に
よって決定している。日本はＡグループに属し、2.7％を分担。（他のＡグループ所属国は、仏・独・伊・西・中）

- -

43

- -

- -

-

世界観光事業分担金 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 参事官室 参事官　中條　一夫

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

48

実施方法

26年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
観光立国推進基本法第１８条

主要政策・施策

一般会計

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 100%



　

26年度

9 13 12

目標最終年度

年度

年度-
26年度 27年度 28年度

目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

達成度

-

-

-

年度

-

-

-

42,580/9

27年度

46,959/12

12.4

9 11 11

-
26年度 27年度 28年度

「世界観光機関（UNWTO）への協力を通じた国際観光交流の促進」
平成26年はUNWTO東アジア太平洋・南アジア合同地域委員会（於：フィリピ
ン）に出席。平成27年には25年ぶりに執行理事国に就任した。平成28年には
理事国就任を踏まえ観光庁とUNWTOとの共催で地域委員会及び「観光と技
術に関する国際会議」を奈良で開催するなど主導的な役割を果たしている。
このように各種会合に出席し、我が国のインバウンド観光政策等のベスト・プ
ラクティスを紹介・共有する等、加盟国・地域のインバウンド観光政策の向上
に積極的に貢献をしている。

12.8 -

- - -

-

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

-

世界観光機関（UNWTO）の
活動を通じて世界の観光
振興・発展に貢献する

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

中間目標
定量的な成果目標

単位

予算額（A）　／　会議参加回数（B）

単位当たり
コスト

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

--

世界観光機関（UNWTO）の活動を通じて、世界ひいては我が国
の観光振興・発展にどの程度貢献したかを評価するためには、多
くの要素を総合的に勘案する必要がある。一方、UNWTOの取組・
事業は、各国の分担金で実施されており、我が国からの分担金
のみについての定量的な成果目標の設定及び実績の把握は実
態上困難である。

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

代替指標
中間目標

29

回

代替目標

47,988/13

定量的な目標が設定できない理由

億人

UNWTO地域委員会、UNWTO理事会等への参加回数

単位

（参考指標）
世界の国際観光客到着者
数

億人目標値

11.4 11.9

- -

実績

％

41,818/14

29年度活動見込

4,731 3,691 3,913

活動実績

28年度

千円

単位

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

-

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

達成度

回

計算式 A　/　B

2,987

26年度 27年度 28年度

年度

定性的な成果目標と26～28年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

29年度
活動見込

30年度
活動見込

14 10

チェック



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

達成度 ％

施策 ２０　観光立国を推進する

政策 ６　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

目標年度

- 年度 32 年度

中間目標

実績値 万人 1,341

単位

訪日外国人旅行者数

訪日外国人旅行消費額

実績値 兆円

26年度
年度

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

世界の国際観光客到着者数は、測定指標（訪日外国人旅行者数及び訪日外国人旅行消費額）に影響し、その増加は上位政策（観光立国の推進）実
現のための主要ファクターである。

- 32
定量的指標

1,974

ＫＰＩ
（第一階層）

-

- -

改革
項目

分野： -

2 3.5 3.7 -

目標値 兆円 - - 8

年度 年度

27年度 28年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

年度

2,404 -

目標値 万人

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位
計画開始時

28年度 29年度

年度

- -

目標値

中間目標

4,000

目標最終年度

- -

-

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の
必
要

性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

ＰＤＣＡサイクルは以下のとおり実施。
Plan:加盟国の会合である執行理事会で一般事業計画の審査を行うほか，執行理事会から会計及び予算見積もりに関する報告及び勧告を総会に提出する。
最高意思決定機関である総会で財政細則を承認し，一般方針を定める。事務局長が作成した予算は，審査及び承認のため，理事会が総会に提出する。
Do:事業実施。加盟国による事業への参加。
Check:会計については機関の会計に関する報告及び勧告を総会に提出し，活動については執行理事会において，事務局長から機関の活動に関する報告を受け
る。
Act:執行委員会，理事会，加盟国と事務局の随時の協議等を通じて，事業，運営における要改善事項等を協議し，事業形成，運営に反映。

当該国際機関の職員数（専門職以上）に占める日本人職員数及び当該国際機関の幹部職員数（D1以上）に占める日本人職員数については、分担率、出資比率
によって設定することは困難であるため目標に定めることにはなじまない。

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込みに見合った活動実績になっている。

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

行政事業レビュー推進チームの所見

世界の国際観光客到着者数は年々着実に積み上がってお
り、成果目標に見合ったものとなっている。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国際機関を通じたわが国の政策課題の研究及びわが国事
例の発信については、政策目的に合致している。

会議参加回数は一定の水準が保たれており、単位当たりコ
ストも一定の水準を満たしている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

無

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

世界観光機関（UNWTO）による統計等は我が国の観光政策
に十分活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

各国際機関の理事会などの場において、予算の執行状況が
確認されており、低コストで事業を実施していることを確認し
ている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

国際機関の活動費に充てられている本分担金は、国際観光
交流の促進に積極的に取り組むわが国の施策に資する。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

UNWTO加盟国は分担金の拠出を義務付けされており、支出を行わないことは不可能であるが、実施事業や組織運営状況の把握に努め、加盟
国や関係地域と連携を図りつつ、引き続きUNWTOに対して効率的な運用を求めていく。

UNWTOは国単位で加盟する政府レベルの枠組みであるため、国が主体となって関与する必要がある。支出先・使途・活動実績について、
UNWTO総会（２年に１回）での活動内容及び財務状況の報告により、透明性が確保されている。各加盟国の分担金額は、ＧNI等によって加盟
国を段階的にグループ分けして算定された分担率を用いて決定される。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

人材育成、統計の整備等わが国が直面する課題を活動計
画に盛り込んでおり、社会のニーズを的確に反映したものと
なっている。
国際機関への義務的分担金という経費の性質上、国が実施
すべき事業と言える。

○

○

事業番号 事業名所管府省名



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　

支出先上位１０者リスト

A.

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

加盟国の競争力強化、持
続可能な観光開発、人材
育成強化に資するセミナー
等諸活動・運営状況の把握

- -

法　人　番　号

- 47

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

-

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

1

国連専門機関　世界観光機関活動経費

費　目

計 47 計 0

費　目 使　途

B.
金　額

(百万円）

47

平成22年度

平成28年度

使　途

分担金

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

金　額
(百万円）

A.世界観光機関（UNWTO）

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度平成23年度

世界観光機関
（UNWTO）

平成25年度 平成26年度 平成27年度

チェック

466

237

240

442

223

476

230

観光庁

４７百万円

分担金の拠出

Ａ．世界観光機関（UNWTO）

４７百万円

（本部：マドリッド）

加盟国の競争力強化、持続可能な観光開発、

人材育成強化に資するセミナー等諸活動・運

営状況の把握

加盟国の競争力強化、持続可能な観光開発、人材育成

強化に資するセミナー等諸活動・運営状況の把握



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

政府開発援助東南アジア
諸国連合貿易投資観光促

進センター拠出金

世界観光機関等拠出金

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 　 0230

観光立国

29年度当初予算

69

33

102 0

・ASEAN貿易投資観光促進センターを設立する協定第10条
第1項　（ASEAN貿易投資観光促進センター拠出金）
・日本政府とUNWTO事務局との間の行政取極（世界観光機
関等拠出金）
・OECD担当局長による書簡（経済協力開発機構）

- -

102

関係する計画、
通知等

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

101 103 103 102 0

103 103

執行率（％） 100% 100% 100%

昭和５６年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

ＡＳＥＡＮ貿易投資観光促進センター及びUNWTOアジア太平洋センターの行うASEAN、東アジア太平洋地域の国際化促進及び観光交流の意識の浸透等に
根差した観光促進や人材育成の諸活動、及びＯＥＣＤ観光委員会の行う先進諸国間同士の観光施策の発展及び施策策定能力の向上を目的とした加盟国の
観光産業分析や政策評価に関する調査プロジェクトに対し積極的に支援をする。

前年度から繰越し - - -

101

補正予算

予備費等

当初予算 103

-

27年度

【ＡＳＥＡＮ貿易投資観光促進センター拠出金】
ＡＳＥＡＮ貿易投資観光促進センターは1981年に設立されたＡＳＥＡＮ10カ国と日本が加盟する国際機関。本拠出金は、日ＡＳＥＡＮ間の協定に基づき毎年義務
的に拠出することが定められている。当該機関の観光部門が実施する観光促進や人材育成に資するセミナー活動等を通じて日ＡＳＥＡＮ諸国双方向の旅行
者の拡大を目指す。
【世界観光機関等拠出金】
UNWTOアジア太平洋センターは日本政府の積極的な誘致活動により1995年に設立された世界観光機関(UNWTO)の地域事務所。本拠出金は当該機関の活
動を支援する。当該機関が実施する人材育成及び観光交流促進に資するセミナー開催等を通じてアジア太平洋地域における観光交流の拡大を目指す。
【経済協力開発機構拠出金】
経済協力開発機構は1961年９月に設置された国際機関で、我が国は1964年に加盟。本拠出金は、当該機関の一つである観光委員会のプロジェクト活動を支
援する。観光分野の評価手法や課題、教育・訓練の優良な取組の分析に資するプロジェクトを通じて加盟国の施策発展や施策策定能力の向上を目指す。

- -

101

- -

- -

-

ASEAN貿易投資観光促進センター等拠出金 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 参事官室 参事官　中條　一夫

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

103

実施方法

26年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
観光立国推進基本法第１８条

主要政策・施策

一般会計

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 100%



　

施策 ２０　観光立国を推進する

政策 ６　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

目標年度

- 年度 32 年度

中間目標

実績値 万人 1,341

単位

訪日外国人旅行者数

訪日外国人旅行消費額

実績値 兆円

26年度

26年度

24 23 22

年度

目標最終年度
年度

年度-
26年度 27年度 28年度

目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

達成度

-

-

-

年度

-

-

-

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

ASEAN貿易投資観光促進センター等において実施する各国観光産業分析や政策に関する調査プロジェクトは諸外国の観光政策等の情報収集・把
握に役立つものであり、それらを分析することで日本の観光政策の立案に寄与するものである。このことから、当該プロジェクトの実施により、より効
果的な施策を講じることができ、測定指標（訪日外国人旅行者数及び訪日外国人消費額）の改善につながり、上位政策（観光立国の推進）を実現す
ることが見込まれる。

- 32
定量的指標

1,974

- -

101,131/24

27年度

102,709/22

4,116

24 22 17

-
26年度 27年度 28年度

ASEAN貿易投資観光促進センターが実施している各種研修へ講師として参
加しているほか、OECD観光委員会に副議長として出席し、各国の観光関連
政策及び課題の議論等を行っている。このように各種研修への協力や会議
への参加等を通じ、我が国のインバウンド観光政策等のベスト・プラクティス
を紹介・共有する等、加盟国・地域のインバウンド観光政策の向上に積極的
に貢献をしている。

- -

- - - -

-

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

-

各機関への協力を通じ、ア
ジア太平洋地域やOECD加
盟国間の観光交流の拡大
に貢献する。

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

2 3.5 4 -

目標値 兆円 - - 8

中間目標
定量的な成果目標

単位

予算額（A）/会議参加回数（B）

単位当たり
コスト

27年度 28年度

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

--

各機関への協力を通じて、世界ひいては我が国の観光振興・発
展にどの程度貢献したかを評価するためには、多くの要素を総合
的に勘案する必要がある。一方、各機関の取組・事業は各国等
の拠出金で実施されており、我が国からの拠出金のみについて
の定量的な成果目標の設定及び実績の把握は実態上困難であ
る。

2,404 -

目標値 万人

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

代替指標 中間目標
-

回

代替目標

102,769/23

定量的な目標が設定できない理由

万人

UNWTO地域委員会、OECD観光委員会、ASEAN＋３観
光当局者間会合、ASEAN貿易投資観光促進センター理
事会等への参加回数

単位

（参考指標）
訪日外国人旅行者数およ
び出国日本人数

-目標値

3,032 3,595

- -

実績

％

102,409/25

29年度活動見込

4,214 4,468 4,668

活動実績

28年度

千円

単位

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

- -

年度

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

達成度

回

計算式 A  /  B

4,096

26年度 27年度 28年度

- -

年度

定性的な成果目標と26～28年度の達成状況・実績

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

8- -

根拠として用いた
統計・データ名

-

29年度
活動見込

30年度
活動見込

25 20

チェック

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

各国際機関の活動費に充てられている本拠出金は、国際観
光交流の促進に積極的に取り組む我が国の施策に資する。

国
費
投
入
の
必
要

性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込みに見合った活動実績になっている。

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

各国際機関の活動費に充てられている本拠出金は、国際観
光交流の促進に積極的に取り組む我が国の施策に資する。

成果目標に見合ったものとなっている。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国際機関を通じたわが国の政策課題の研究及びわが国事
例の発信については、政策目的に合致している。

会議参加回数は一定の水準が保たれており、単位当たりコ
ストも一定の水準を満たしている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

無

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

各国際機関の活動費に充てられている本拠出金は、国際観
光交流の促進に積極的に取り組む我が国の施策に資する。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

各国際機関による統計や文書等は我が国の観光政策に十
分活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

拠出金のうち、ASEAN貿易投資観光促進センターのみ対象
となっており、ASEANから日本への輸出、双方向による投資
と観光交流の促進を目的としており、外務省、経済産業省及
び観光庁との３省庁により所管に応じて適切な役割分担を
行っている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

各国際機関の理事会などの場において、予算の執行状況が
確認されており、低コストで事業を実施していることを確認し
ている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

各国際機関の活動費に充てられている本拠出金は、国際観
光交流の促進に積極的に取り組む我が国の施策に資する。

○

改善の
方向性

各国際機関のより効果的な活動成果を引き出すため実施事業や組織運営状況の把握に努め、加盟国や関係機関と連携を図りつつ、引き続き
ＵＮＷＴＯ等に対して効率的な運用を求めていく。

各国際機関は国単位で加盟する政府レベルの枠組みであるため、国が主体となって関与する必要がある。支出先・使途について、ASEAN貿
易投資観光促進センターは理事会(年１回）・執行委員会(年４回）により、UNWTOアジア太平洋センターは活動内容や財務状況報告の提出に
より、ＯＥＣＤは観光委員会（年２回）における活動内容及び財務状況の報告により、透明性が確保されている。我が国からは出席及び適宜活
動状況の報告を求めることにより把握を行っている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

各国際機関への拠出金という経費の性質上、国が実施すべ
き事業と言える。

各国際機関への拠出金という経費の性質上、国が実施すべ
き事業と言える。

○

ASEAN貿易投資観光促進センター等拠出金

経済産業省

○

外務省

事業番号 事業名所管府省名

ASEAN貿易投資観光促進センター等拠出金

-



各機関において、ＰＤＣＡサイクルは以下のとおり実施。
（ＡＳＥＡＮ貿易投資観光促進センター）
Plan:加盟国の事務レベル会合である執行委員会で事業計画・予算案を協議，策定し，最高意思決定機関である理事会で承認。
Do:センターによる事業実施。加盟国による事業への参加，モニタリング。
Check:センターによる報告に対し，加盟国，外部の会計監査により，センターの活動・会計を評価。
Act:執行委員会，理事会，加盟国と事務局の随時の協議等を通じて，事業，運営における要改善事項等を協議し，事業形成，運営に反映。
（経済協力開発機構拠出金）
Plan:各委員会・作業部会において、翌年の事業計画・予算案を協議，策定。その後、予算委員会での議論を経て、最高意思決定機関である理事会で承認。
Do:各委員会・作業部会等における事業の実施。年に複数回ある委員会・作業部会等における事業活動への加盟国の参画、モニタリング。
Check:加盟国、内部・外部監査による会計監査により、ＯＥＣＤの活動・会計を評価。提言とともに、監査委員会，理事会に報告される。
Act:監査報告における提言が、事務局の各部局の運用に反映。加盟国は、監査委員会等で、提言の実施状況のフォローアップを実施。
（世界観光機関等）
Plan:加盟国の会合である執行理事会で一般事業計画の審査を行うほか，執行理事会から会計及び予算見積もりに関する報告及び勧告を総会に提出する。最高
意思決定機関である総会で財政細則を承認し，一般方針を定める。事務局長が作成した予算は，審査及び承認のため，理事会が総会に提出する。
Do:事業実施。加盟国による事業への参加。
Check:会計については機関の会計に関する報告及び勧告を総会に提出し，活動については執行理事会において，事務局長から機関の活動に関する報告を受け
る。
Act:執行委員会，理事会，加盟国と事務局の随時の協議等を通じて，事業，運営における要改善事項等を協議し，事業形成，運営に反映。
　
当該国際機関の職員数（専門職以上）に占める日本人職員数及び当該国際機関の幹部職員数（D1以上）に占める日本人職員数については、分担率、出資比率
によって設定することは困難であるため目標に定めることにはなじまない。

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成28年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成24年度

外部有識者の所見

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

467

238

241

442

224

477

231



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

計 31 計 3

C.世界観光機関（UNWTO）アジア太平洋センター D.経済開発協力機構（OECD）

費　目 使　途

拠出金 事業活動費、管理費 31 拠出金 プロジェクト活動費

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

拠出金事業活動費、管理費

費　目

計 69 計 31

費　目 使　途

B.世界観光機関（UNWTO）
金　額

(百万円）

69
事業活動費、管理費のアジア太平洋地域に
おける活動への拠出

使　途

拠出金

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載） 3

金　額
(百万円）

A.ASEAN貿易投資観光促進センター

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

31

チェック

観光庁

１０３百万円

Ａ

ＡＳＥＡＮ貿易投資

観光促進センター

６９百万円

Ｂ

世界観光機関

（ＵＮＷＴＯ）

（本部：スペイン）

３１百万円

観光促進事業、人材育成に資

するセミナーなどの実施、機関

運営

観光促進事業、人事育成事業、観光政

策・産業の動向把握等諸活動、運営状

況の把握

セミナー等実施活動に対す

る支援・助言・必要な活動

費を拠出

Ｃ

世界観光機関

（ＵＮＷＴＯ）

アジア太平洋センター

(地域事務所：奈良）

３１百万円

Ｄ

経済協力開発機構

（ＯＥＣＤ）

（本部：フランス）

３百万円

加盟国の観光産業分析や政

策評価に関する調査プロジェ

クトの実施、観光白書の出版

人材育成、観光交流促進に資する

セミナーなどの実施、機関運営



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
世界観光機関
(UNWTO)アジア太平
洋センター

2120005012233

観光開発を通じた貧困撲
滅、人材教育訓練に資する
セミナー等の実施、機関運
営

31 - - - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

世界観光機関
(UNWTO)

観光開発を通じた貧困撲
滅、人材教育訓練に資する
セミナー等の実施、機関運
営

31 - - --

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
観光促進事業、人材育成
に資するセミナー等の実
施、機関運営

- -

法　人　番　号

2700150005057 69

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

-1
ASEAN貿易投資観
光促進センター

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

経済開発協力機構
（OECD）

人材育成、観光交流促進
に資するセミナー等の実
施、機関運営

3 - - - -



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

観光振興調査費

職員旅費

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 0231

観光立国

29年度当初予算

17

0.4

17 0

観光立国推進基本計画

- -

17

関係する計画、
通知等

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

19 18 18 17 0

17 17

執行率（％） 84% 94% 94%

平成１７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

観光立国推進基本法（平成18年法律第117号）第8条第1項及び第2項の規定に基づき、観光の状況及び政府が観光立国の実現に関して講じた施策、並びに
観光の状況を考慮して講じようとする施策を明らかにした文章を国会に提出するため、年次報告書として「観光白書」の作成を行う。

前年度から繰越し - - -

16

補正予算

予備費等

当初予算 18

-

27年度

観光庁が提供する原稿から、グラフ・図表の作成、色彩・バランス等の工夫を施した上で、「観光白書」の紙面の校正・作成を行う。また、その紙面の印刷・製
本（交通政策審議会観光分科会、国会等への提出に使用）、文書の電子化や管理等を行うためのＳＧＭＬデータの作成作業を行う。なお、毎年、観光白書で
は、その年の観光を巡る状況を特集しており、その特集を作成するための調査・分析も行う。

- -

19

- -

- -

-

観光連絡調整経費 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 観光戦略課調査室 室長　齊藤　敬一郎

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

18

実施方法

26年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

観光立国推進基本法第８条

主要政策・施策

一般会計

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

84% 94% 94%



　

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

達成度 ％

施策 ２０　観光立国を推進する

政策 ６　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

測
定
指
標

実績値 - -

単位

-

26年度

26年度

年度 年度 年度

-

成果実績

1 1 1

年度

年度-
26年度 27年度 28年度

目標最終年度

65 66.7

6,000

4,000 3,850

6,000

64.2

6,000

達成度

3,900

30

6,000

年度

-

-

-

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

観光立国の推進に向けた取組を効果的に実施するためには、観光関係者が観光の現状を理解した上で戦略的に企画・立案を行うことが必要であ
る。このため、観光白書を通じてその年の観光を巡る状況や政府の観光施策を発信し、観光の現状に対する理解を促進する。

- -
定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

改革
項目

分野： -

16（百万円）／3,900（部）

27年度

17（百万円）／3,850（部）

1 1 1

部

成果実績

目標値

成果指標 単位

部
成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

％

-

年度 年度

中間目標
定量的な成果目標

単位

執行額／販売部数

単位当たり
コスト

27年度 28年度

観光白書の販売部数

目標値

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

平成30年度までに観光白
書の販売部数を6,000部と
する。

年度

- -

目標値 -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

達成度

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

単位

件

17（百万円）／4,000（部）

計画開始時

観光白書の作成・公表

28年度 29年度

29年度活動見込

4,103 4,250 4,416

活動実績

28年度

円

単位
活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

件

計算式 　　/

26年度 27年度 28年度

- -

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

目標最終年度

- -

29年度

-

中間目標 目標最終年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

単位
計画開始時

28年度

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

販売実績

29年度
活動見込

30年度
活動見込

1 1

チェック

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の
必
要

性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

観光連絡調整経費の事業内容は、観光立国推進基本法に
基づいた国会報告のための観光白書の作成にを行うもので
あり、活動見込み及び実績は、観光白書の作成としている。

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

競争性が確保されている形態で契約を行っている。

行政事業レビュー推進チームの所見

我が国の観光の状況及び施策について、国民の理解の確
保を成果目標とし、その成果実績は、成果物である「観光白
書」の販売部数を指標としている。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

同上

一般競争及び企画競争を行い、競争性が確保された契約形
態に基づき単位当たりコストの抑制に努めており、水準は妥
当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

無

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

複数社が参加する一般競争入札及び企画競争にて支出先
を選定しており、競争性を確保している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

成果物である「観光白書」は、国土交通省ホームページに掲
載されており、その結果、広く一般国民が観光行政を理解す
るとともに、地方公共団体が観光行政の立案資料として活用
するなど、十分に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

一般競争及び企画競争を行い、競争性が確保された契約形
態に基づき、外部委託により実施している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

同上

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き、競争性の確保に努め、予算の更なる効率的な執行に努める。

平成23年度から、契約の一部（印刷、製本、販売等）を一般競争入札に変更済。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

観光立国推進基本法（平成18年法律第117号）第8条第1項
及び第2項の規定に基づき、政府が国会に提出するものであ
る。

同上

○

○

一般競争及び企画競争を行い、競争性が確保された契約形
態に基づき実施している。

事業番号 事業名所管府省名



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成22年度

備考

平成28年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

468

239

242

443

225

478

232

観光庁

１７百万円

Ａ．民間企業（２社）

１７百万円

観光立国推進基本法に基いた、国会報告のた

めの観光白書作成

【一般競争】

・観光白書作成のための、観光を巡る状況

の調査・分析業務

・観光白書に係るデザイン並びに印刷・製

本及びSGMLデータ作成等に関する業務

職員旅費 0.3百万円



　

支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

5

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一般競争契約
（最低価格）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

観光白書作成のための観
光を巡る状況の調査・分析
業務

平成28年版観光白書にか
かるデザイン並びに印刷、
製本、販売及びSGMLデー
タ等作成業務

2

3 -

法　人　番　号

8010401014516

6010001030403 12

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

1

2 54％

請負調査費

費　目

計 12 計 0

費　目 使　途

B.
金　額
(百万円）

12

使　途

外部委託

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.（株）三菱総合研究所

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者
数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

（株）三菱総合研究
所

昭和情報プロセス株
式会社

チェック

チェック



（ ）

　チェック

29年度
活動見込

30年度
活動見込

143 143

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

99% 85% 99%

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

二次利用申請件数の実績

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

計算式 　　/

26年度 27年度 28年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

観光立国推進基本法第２５条

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標

29年度活動見込

3 2.7 3.4

活動実績

28年度

百万円

単位

公表した集計表数
-

392/143

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

460

平成32年度に観光統計に
係る調査票情報の二次利
用申請件数を約80件とす
る。

実施方法

26年度

観光統計整備事業 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 観光戦略課調査室 室長　齊藤　敬一郎

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

観光統計整備事業は、平成１４年度の事業開始以降、調査対象の拡充等を行いつつ継続的に実施している。
平成２８年度は、我が国における日本人・外国人の宿泊旅行の実態を明らかにする「宿泊旅行統計調査」、国民の観光旅行の実態を把握するとともに観光消
費の経済波及効果を明らかにする「旅行・観光消費動向調査」、訪日外国人の旅行消費・再訪意向・満足度等を明らかにする「訪日外国人消費動向調査」を
継続して実施した。

- -

429

- -

- -

調査票情報の二次利用申
請件数

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

500

単位

執行額／公表した集計表数

単位当たり
コスト

--

424

平成１４年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

訪日外客誘致施策の更なる強化、地域が主役となった観光政策の展開が求められる中、行政・民間における観光に関する取組をＰＤＣＡサイクルに基づき早
急かつ着実に実施するため、観光施策の基本インフラである観光統計の整備を着実に進めることを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件
成果目標及び
成果実績
（アウトカム） 件

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

429 460 500 522 0

392 493

執行率（％） 99% 85% 99%

142 143 143

424/142

27年度

493/143

-

-

-

観光立国推進基本計画

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

51.3 88.8

80

71 66

80

82.5

80

- -

522

関係する計画、
通知等

達成度

41

32

80

年度 年度-

142 143 143

26年度

3

2

1

522 0

事業番号 0232

観光立国

29年度当初予算

516

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

観光振興調査費

職員旅費

委員等旅費

諸謝金

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

中間目標 目標最終年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度

8

目標最終年度

目標年度

- 年度 32

- -- -

目標値

中間目標

年度

計画開始時
28年度 29年度

兆円 18.4

単位 26年度

単位

27年度

年度

3.7 -

目標値 兆円

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

達成度

目標値

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

28年度
中間目標

27年度 28年度

21 -

年度

32

年度

-

1,575 2,514 2,845 -

目標値 万人泊 -

万人実績値

-

- 年度

％

定量的指標
年度

万人 -

7,000

2,400

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

20.4

外国人リピーター数

改革
項目

分野： -

3.5

ＫＰＩ
（第一階層）

-

- -

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業の成果である集計統計表に基づき、測定指標の実績を把握する。

- 32
定量的指標

- -

年度
26年度

年度 年度 年度

-

成果実績

-

目標年度

- 年度 32 年度

- 21目標値 兆円

年度

中間目標

実績値 兆円 2

単位

837 1,159 1,426

中間目標 目標年度

目標値

訪日外国人旅行消費額

- -

地方部での外国人延べ宿泊者数

実績値 万人泊

施策 ２０　観光立国を推進する

政策 ６　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

-

日本人国内旅行消費額

実績値

達成度 ％
経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



事業番号 事業名所管府省名

○

一般競争を行い、競争性が確保された契約形態に基づき実
施している。

同上

○

評　価項　　目

観光についての施策の策定や分析等の基礎資料として活用
されることを目的に行っており、国が実施すべき優先度の高
い事業といえる。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

同上

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き一般競争による発注、また、必要に応じて入札参加等級の拡大等を検討し、競争性の確保に努める。

全ての契約で一般競争による発注を行い、競争性の確保に努めている。また、平成26年度に1者入札であった「宿泊旅行統計調査」と「旅行・
観光消費動向調査」の分析業務について、入札参加等級の拡大を行った結果、平成27年度は2者の応札があり、競争性が向上した。さらに、
「訪日外国人消費動向調査」については、平成27年度から実査業務と分析業務の分離調達を実施、平成28年度からは入札説明書を拡充し、
更に競争性の確保を図った。

‐

統計調査としての精度を保ちつつ調査対象・調査項目の拡
充を行い、また利活用の促進のため公表の早期化を行って
いる。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

一般競争を行い、競争性が確保された契約形態に基づき、
外部委託により実施している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

一般競争入札により競争性が確保されているものの、一部
統計調査において、1者応札となったものが見受けられる。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

同上

一般競争入札により、競争性が確保された契約形態に基づ
き単位当たりコストの抑制に努めており、水準は妥当であ

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

△

‐

‐

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

一般競争を行い、競争性を確保している。

行政事業レビュー推進チームの所見

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

観光統計整備事業の事業内容は、統計調査を実施し公表す
るものであり、活動見込み及び実績は、公表した集計表数と
している。

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

国
費
投
入
の
必
要

性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

469

240

243

444

226

479

233平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

備考

平成22年度

観光庁

４９３百万円

調査目標の設定、具体的な実施方針の策定

調査の実施・分析 等

【一般競争等】

Ａ．民間企業等 （ ４ 社 ）

４９２百万円

諸謝金0.2百万円、旅費0.8百万



　

支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

チェック

（株）インテージリ
サーチ

（株）インテージリ
サーチ

（株）サーベイリサー
チセンター

（株）サーベイリサー
チセンター

（公財）日本交通公
社

（公財）日本交通公
社

楽天株式会社

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者
数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

金　額
(百万円）

A.（株）インテージリサーチ

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

外部委託
旅行・観光消費動向調査の実施及び同調査
における課題検討業務

75

使　途

外部委託

B.
金　額
(百万円）

167

費　目 使　途

計 242 計 0

宿泊旅行統計調査の実施及び同調査の課
題に関する検討業務

費　目

5 1 99.1％

4

2 82.9％

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（最低価格）

-

7

6

1

2 96.9％

4 14.5％

6011501006529

6011501006529

5010005018866

5010005018866

9010701020592

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一般競争契約
（最低価格）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

-

2 96.8％

2

3

1 96.8％

法　人　番　号

6012701004917

6012701004917 167

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（最低価格）

1 80.2％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

調査請負業務

調査請負業務

調査請負業務

調査請負業務

調査請負業務

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

75

117

59

-2

一般競争契約
（総合評価）

38

調査請負業務

調査請負業務

34



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

観光振興調査費

職員旅費

諸謝金

委員等旅費

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 0233

観光立国

29年度当初予算

24

4

0.3

0.2

29 0

観光立国推進基本計画

- -

29

関係する計画、
通知等

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

39 38 38 29 0

37 34

執行率（％） 90% 97% 89%

平成２０年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

地域の関係者が連携して地域の特色を活かした観光地域づくりを推進するため、各運輸局管内において、地方公共団体・民間事業者・観光関係者等による
協議会等を設置し、各々の役割分担に応じて、効果的に観光予算を投入し、地域の課題解決に向けた共同調査を実施し、改善に向けた方策の検討・現地調
査・実証事業等を実施する。

前年度から繰越し - - -

35

補正予算

予備費等

当初予算 38

-

27年度

各運輸局管内において、地方公共団体、民間事業者、観光関係者等とともに協議会等を設置し、地域内における課題抽出や問題解決に向けて、共同調査や
実証事業等を行う。

- -

39

- -

- -

-

観光地域動向調査事業 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 観光地域振興課 課長　後藤　貞二

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

38

実施方法

26年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

観光立国推進基本法
第１２条～第１４条

主要政策・施策

一般会計

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

90% 97% 89%



　

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

達成度 ％

施策 ２０　観光立国を推進する

政策 ６　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

測
定
指
標

実績値 万人泊 1,575

単位

地方部での外国人延べ宿泊者数

26年度

26年度

20 18 23

年度

年度32
26年度 27年度 28年度

目標最終年度

80 72

25

18 19

25

76 -

-

-

達成度

20

-

25

年度

25

中間目標 目標年度

- 32
定量的指標

2,514

ＫＰＩ
（第一階層）

-

改革
項目

分野： -

36,610,615/20

27年度

33,762,703/23

25 25 25

件

成果実績

目標値

成果指標 単位

件成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

年度 年度

中間目標
定量的な成果目標

単位

予算執行額／各地域での事業実施数

単位当たり
コスト

27年度 28年度

各地域の関係者による協
議会等設置件数

K
P
I

(
第
一
階
層

）

成果実績

地域における取組体制の
構築を図る（地方公共団
体、民間事業者、観光関係
者等による協議会等の設
置件数を25件とする。）

年度

2,845 -

目標値 万人泊

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

単位

件

37,340,474/18

計画開始時

各地域での事業実施数

28年度 29年度

29,314,000/25

29年度活動見込

1,830,531 2,074,471 1,467,944

活動実績

28年度

円

単位
活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

件

計算式 　　/

1,274,521

26年度 27年度 28年度

- -

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

7,000

目標最終年度

- -

-

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

各運輸局等による報告

29年度
活動見込

30年度
活動見込

25 25

チェック

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業を通じた地域の観光関係者が連携した観光振興の促進により、本施策における目標の達成に寄与する。



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

地域の関係者と連携して取り組むものであり、妥当である。

国
費
投
入
の
必
要

性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

おおむね見込みに見合った実績である。

備考

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

効率的かつ効果的な事業とするため、地域の関係者及び事
業者と緊密な連携を取り事業を実施した。

行政事業レビュー推進チームの所見

おおむね目標に見合った実績である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

地域の関係者が連携して観光地域づくりを推進するため、国
が旗振り役となって調整することは、必要かつ適切な事業で
ある。

企画競争や複数者からの見積もり徴取を実施するなど、費
用水準の適正化を図った。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

有

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

地域の実情を踏まえた観光調査の高度な分析力を必要とす
るため、企画競争を実施した。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

本事業により、各地域に協議会等を設置し、調査、実証事業
の実施により、地域の関係者が連携して観光地づくりを推進

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

企画競争等を実施し、効果的な事業の実施を図った。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

企画競争や複数者から見積もりを徴するなど、費目・使途の
適正化を図った。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き適切な予算執行に努めていく。

地域の関係者が連携して観光地域づくりを推進するにあたり、各関係者の予算を有効に活用し、課題解決をするには、国が各関係者の間に
立って、旗振り役を担い、事業を進める意義は高く、事業目的達成に向け適正な予算執行を実施する。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

地域の関係者が連携して観光地域づくりを推進することは社
会的ニーズがある。
国が地方自治体、民間の各関係者の間に立って連携を進め
るものである。

○

○

地域の関係者による協議会で適切な役割分担のうえ、事業
の実施に当たっては、企画競争や複数者から見積もりを徴
するなど、支出の適正化を図った。

事業番号 事業名所管府省名

-



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成22年度、23年度は、観光圏整備促進基礎調査、平成24年度、25年度は、広域観光促進基礎調査の一部として、レビューを実施。

平成22年度

平成28年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

470

241

244

445

228

480

235

観光庁

３４百万円

地域の特色を活かした観光地域づく

りを促進するため、地域の課題解決、

改善に向けた調査、実証事業等を行

う。

Ａ．地方運輸局等（１１機関）

３４百万円

地域の特色を活かした観光地域づく

りを促進するため、地域の関係者に

よる協議会等を設置し、地域の課題

解決、改善に向けた調査、実証事業

等を行う。

Ｂ．民間企業（１５社）

２８百万円

地域の特色を活かした観光地づくり

を推進するための課題解決に向け

た調査の検討・開発、実施・分析、改

善等を行う。

【企画競争等・請

諸謝金、職員旅費、委員等旅費

６百万円



　

支出先上位１０者リスト

A.

観光地域動向調査事業の
実施

その他

その他

その他

観光地域動向調査事業の
実施

観光地域動向調査事業の
実施

観光地域動向調査事業の
実施

観光地域動向調査事業の
実施

観光地域動向調査事業の
実施

3

3

3

3

3

3

3

2 その他

- -

3

-

- -

その他3

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

その他

その他

その他

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

観光地域動向調査事業の
実施

観光地域動向調査事業の
実施

観光地域動向調査事業の
実施

観光地域動向調査事業の
実施

観光地域動向調査事業の
実施

- -

2

3

- -

法　人　番　号

-

- 3

- -

-

10

-

-

-

-

-

-

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

その他

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

-

-

6

1

8

7

-

5 - -

- -

4

9

- -

その他

その他

11

事業費
鳥取応援プログラムにおける国内メディアを
活用した情報発信事業

費　目

計 3.2 計 3

費　目 使　途

0.4

平成２８年度近畿観光地域づくり事例集の
作成

0.6

事業費
広域観光周遊ルート（美の伝説）モデルコー
スに係る現地調査

B.株式会社矢野経済研究所
金　額
(百万円）

1

事業費 近畿観光まちづくりコンサルティング事業

姫路港におけるクルーズ客船の誘致拡大に
向けた調査業務及び瀬戸内クルーズセミ
ナーの開催業務

0.9

使　途

事業費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

事業費
平成２８年度観光・地域づくり関連支援メ
ニューの作成

0.3

金　額
(百万円）

A.近畿運輸局

事業費

3

近畿運輸局

神戸運輸監理部

中国運輸局

四国運輸局

中部運輸局

東北運輸局

九州運輸局

北海道運輸局

北陸信越運輸局

関東運輸局

沖縄総合事務局

チェック



B

14

15

12

13

株式会社ジェイアー
ル東日本企画

7011001029649
地域の歴史・文化資源を活
用した着地型観光の振興
に関する調査事業

3
随意契約
（企画競争）

1 -

16

17

株式会社ケーシーエ
ス

1010601042430 フェイスブック構築業務 0.2
随意契約
（少額）

- -

株式会社ケーシーエ
ス

1010601042430
県産品販売事業支援及び
外国人モニターによる情報
発信

0.7
随意契約
（少額）

- -

6

7

4

5

四国旅客鉄道株式
会社

1470001002014
公共交通を活用した石鎚
山系周遊型ルート構築事
業

1
随意契約
（企画競争）

1 -

10

11

8

9

株式会社ＪＴＢコミュ
ニケーションズ九州

1290001007345

東九州自動車道開通を契
機とした佐伯－延岡地域に
おける観光ルートの形成に
関する調査検討事業

3
随意契約
（企画競争）

4 -

三菱UFJリサーチ＆
コンサルティング株
式会社名古屋

3010401011971
「第1回昇龍道担い手ネット
ワーク会議」運営事業

0.9
随意契約
（少額）

- -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社矢野経済
研究所

3011201005528

姫路港におけるクルーズ客
船の誘致拡大に向けた調
査業務及び瀬戸内クルー
ズセミナーの開催業務

3
随意契約
（企画競争）

3

随意契約
（企画競争）

1 -

四国旅客鉄道株式
会社

1470001002014
四国の現存天守４城及び
周辺観光地を活かした認
知度向上事業

2
随意契約
（企画競争）

1 -

2

-

株式会社ジャパンイ
ンターナショナル総
合研究所

3130001008274
訪日外国人旅行者の旅館
利用に関する調査

3

3430001018004

総合インフォーメーションカ
ウンターの利用促進と手続
委託型消費税免税店の拡
大に向けた調査業務

2
随意契約
（企画競争）

1 -

株式会社ライヴ環境
計画

三菱UFJリサーチ＆
コンサルティング株
式会社名古屋

三菱UFJリサーチ＆
コンサルティング株
式会社名古屋

3010401011971
「第2回昇龍道担い手ネット
ワーク会議」運営事業

0.9
随意契約
（少額）

- -

3010401011971

昇龍道地域における着地
型観光事業及びインバウン
ド事業先行事例集作成事
業

0.7
随意契約
（少額）

- -

株式会社ライヴ環境
計画

株式会社東北地域
環境研究室

3370001011881
東北における観光広域連
携のあり方に係る調査事業

3
随意契約
（企画競争）

1 -

北海道における遊覧船観
光の活性化についての調
査事業

1
随意契約
（少額）

- -

株式会社ケーシーエ
ス

1010601042430
「関東まちづくりコンサル
ティング事業」における会
議運営等支援業務

0.8
随意契約
（少額）

- -

株式会社ケーシーエ
ス

3430001018004

株式会社アカネクリ
エーション

9360001000046
平成２８年度観光客を対象
としたタクシー利用促進に
関する調査検討業務

1.7
一般競争契約
（最低価格）

1 80％

1010601042430
外国人留学生を活用した
情報発信事業

0.2
随意契約
（少額）

- -



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

外国人旅行者訪日促進
対策庁費

観光振興調査費

職員旅費

委員等旅費

諸謝金

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 0234

観光立国

29年度当初予算

722

126

32

0.9

0.3

881 0

明日の日本を支える観光ビジョン
観光ビジョン実現アクション・プログラム
観光立国推進基本計画

- -

881

関係する計画、
通知等

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

4,866 1,334 1,245 881 0

1,190 994

執行率（％） 99% 89% 80%

平成１５年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

   「明日の日本を支える観光ビジョン」で示された、2020年に、訪日外国人旅行者数を4,000万人、訪日外国人旅行者消費額を8兆円とする目標の達成のた
め、より戦略的にインバウンド政策を推進するとともに、自治体等との連携による多様な魅力の発信により、地方への誘客を強力に促進する。

前年度から繰越し - 37 -

4,841

補正予算

予備費等

当初予算 1,245

-

27年度

   訪日プロモーション事業のうち、国と地方（自治体及び観光関係団体等）が広域に連携して取り組む事業（旅行会社・メディア・教育関係者の招請、海外旅
行博への出展、海外新聞・雑誌等への広告掲載、外国人向けパンフレット作成等）や国内における海外情報発信の機会を活用した事業等、地方公共団体等
との調整が不可欠なものについて実施する。

-

4,903

- -

-

-

訪日旅行促進事業（訪日プロモーション事業） 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 国際観光課 課長　田中　由紀

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 37

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

1,297

実施方法

26年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
観光立国推進基本法第17条

主要政策・施策

一般会計

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

99% 92% 80%



　

単位当たり
コスト

算出根拠

　円／人

単位

当該年度執行額／当該年（暦年）訪日外国人旅行者の
地方部における延べ宿泊者数

単位当たり
コスト

26年度

34.9

計算式 　　　／

14 20 20

26年度 27年度 28年度 29年度活動見込

- -

994百万円
/2,845万人

泊

-

- -

26年度 27年度 28年度

- - 2,845

7,000

--

年度32

32 年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

- 7,000

- - 40.6 -

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

- 3.5 3.7 -

- 4 -

- 年度

- - 1,426 -

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

67.1 98.7

2,000

1,974 2,404

4,000

60.1 -

-

-

達成度

1,341

-

2,000

年度

年度

32 年度

4,000

- 87.5 46.3 -

1,190百万
円

/34,771億
円

8

994百万円
/37,476億

円

8

29年度活動見込

目標最終年度

- - 2,400 - 2,400

4,841百万
円

/1,341万人

27年度

994百万円
/2,404万人

-

円／人泊

14 20 20

万人

2020年に訪日外国人
旅行消費額8兆円

訪日外国人旅行消費額
（暦年）

成果実績 兆円

目標値

達成度

成果実績

目標値

成果指標 単位

万人
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

-

算出根拠

- -

　　　／

994百万円
/1,426万人

当該年度執行額
／当該年（暦年）訪日外国人リピーター数

26年度

27年度 28年度

-

計算式

単位当たり
コスト

成果指標 単位

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

32

単位

当該年度執行額
／当該年（暦年）訪日外国人旅行者数

単位当たり
コスト

28年度
中間目標

59.4-

単位

単位当たり
コスト

-

達成度 ％

訪日外国人旅行者数
（暦年）

目標値

成果指標 27年度

訪日外国人リピーター数
（暦年）

成果実績

兆円

万人

2020年に訪日外国人
旅行者数4,000万人

定量的な成果目標

成果指標

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

万人

2020年に訪日外国人旅行
者の地方部における延べ
宿泊者数7,000万人泊

-

26年度

69.7

国

1,190百万
円

/1,974万人

- 3.4 2.7

26年度 27年度 29年度活動見込

計算式

達成度 ％

　　　／

単位

％

プロモーション実施主要国数

2020年に訪日外国人
リピーター数2,400万人

算出根拠

29年度活動見込

361 60.3 41.3

活動実績

28年度

28年度

　円／人

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

単位

万人泊
訪日外国人旅行者の地方
部における延べ宿泊者数
（暦年）

成果実績

目標値 万人泊

定量的な成果目標

単位当たり
コスト

国

万円／億円

計算式 　　　／

26年度 27年度 28年度

単位当たり
コスト

単位

当該年度執行額
／当該年（暦年）訪日外国人旅行消費額

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「訪日外客数」 　出典：独立行政法人 国際観光振興機構 （日本政府観光局／JNTO）

29年度
活動見込

30年度
活動見込

20 20

チェック

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「訪日外国人消費動向調査」　出典：観光庁

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「訪日外国人消費動向調査」　出典：観光庁

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「宿泊旅行統計調査」　出典：観光庁



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

達成度 ％

施策 20　観光立国を推進する

政策 6　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

-

訪日外国人旅行者の地方部における延べ宿泊者数
（暦年）

実績値

7,000

目標年度

- 年度 32 年度

- 7,000目標値 万人泊

年度

中間目標

実績値 万人 1,341

単位

837 1,159 1,426

中間目標 目標年度

目標値

訪日外国人旅行者数（暦年）

- 2,400

訪日外国人旅行消費額（暦年）

実績値 兆円

26年度
年度

- -

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

 
　本事業は、韓国・中国・台湾・香港・タイ・シンガポール・マレーシア・インドネシア・フィリピン・ベトナム・インド・豪州・米国・カナダ・英国・フランス・ドイ
ツ・ロシア・イタリア・スペインの重点20市場を対象に、訪日プロモーションを実施するものであり、その成果は訪日外国人旅行者数や訪日外国人旅行
消費額、訪日外国人リピーター数、訪日外国人旅行者の地方部における延べ宿泊者数により測定可能であり、観光立国の推進に寄与するものであ
る。

- 32
定量的指標

1,974

ＫＰＩ
（第一階層）

-

8 -

改革
項目

分野： -

2,400

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

2,514

訪日外国人リピーター数（暦年）

2 3.5 3.7 -

目標値 兆円 -

万人実績値

4

- 年度

定量的指標
年度

万人 -

8

年度

32

年度

-

2,845 -

28年度
中間目標

27年度 28年度

K
P
I

(
第
一
階
層

）

成果実績

年度

2,404 -

目標値 万人

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位

27年度

計画開始時
28年度 29年度

万人泊 1,575

単位 26年度

年度

2,000 2,000

目標値

中間目標

4,000

目標最終年度

目標年度

- 年度 32

4,000 -

-

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

　同　上

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

　同　上

　2020年 訪日外国人旅行者数 4,000万人に向けて、平成28
年は2,404万人と順調に推移しているところである。
　また、各事業における客観的な業績指標（KPI）による効果
測定を実施し、測定結果を事業計画に反映している。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　同　上

　同　上

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

有

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

　プロモーション計画の策定及び支出内容の決定にあたって
は、観光庁・地方運輸局等のみならず、海外現地に事務所
を持ち、各手法の効果について知見のある独立行政法人 国
際観光振興機構 （日本政府観光局／JNTO） による助言を
踏まえて実施している。
　また、事業者の選定は、一般競争入札又は企画競争に
よって行っており、最も費用対効果の高い支出先が選定され
ている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

　同　上

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

　同　上

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

　同　上

○

改善の
方向性

　平成26年度より外部マーケティング専門家の知見を取り込み、新たに「マーケティング戦略本部」を設置、運用しているところであるが、従来
のプロモーション方法を改めて検証した上で、より戦略的にプロモーションを実施していく。

　これまでの指摘を踏まえ、事業実施にあたっては、業績指標（KPI）を設定し、当該KPIの測定結果及びマーケティングリサーチ等を踏まえて適
切に執行している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

　観光立国の実現のためには、海外プロモーションによる認
知度向上等を通じて訪日旅行に関する期待値を高めると同
時に、外国人旅行者の受入環境を改善し、利便性・満足度を
向上させることが重要であり、「日本再興戦略 2016」 （平成
28年6月2日） においても、我が国の豊富で多様な観光資源
を、誇りを持って磨き上げ、その価値を外国人にも分かりや
すく伝えるべく、訪日プロモーションの戦略的高度化及び多
様な魅力の対外発信強化が位置づけられている。
　また、地方自治体や民間等が単独でプロモーションを実施
するよりも、あらゆる関係者・機会を総動員し、オールジャパ
ン体制でプロモーションを実施し、日本全体の統一感のある
海外への発信が求められているところである。

　同　上

○

○

事業番号 事業名所管府省名



　「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」 （平成25年12月24日閣議決定） により、観光庁で実施してきた訪日プロモーション事業について、平成26年度補
正予算から原則として独立行政法人 国際観光振興機構 （日本政府観光局／JNTO） が発注主体となって実施することとなった。

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

行政事業レビュー推進チームの所見

平成28年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成24年度

外部有識者の所見

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

452

244

245

478

230

484

236



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

観光庁・地方運輸局等 （10機関）

994 百万円

諸謝金 0.1 百万円

職員旅費 20 百万円

委員等旅費 1 百万円

・ 訪日外国人旅行者数の中期・短期の目標の設定、訪日外国人旅行者の誘致を図るための具体的な実施方

針の策定

・各地域に応じたブロック戦略の策定、各種施策の企画・立案・執行、地方公共団体、民間企業との調整等

【一般競争入札・企画競争・少額随契 ／請負】

A．民間企業等 （107社）

973 百万円

・ 国内における海外情報発信の機会を活用した訪日プロモーションやマーケティング分析及び効果測定の実

施等

・ 広告宣伝、メディア招請、旅行会社招請・研修、旅行博への出展等の各種海外プロモーションの実施等



　

支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

「VISIT NORTHERN
KANSAI」 東南アジアにお
ける訪日プロモーション事
業　等

-

-

-

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

台湾 （台中） 旅行エージェ
ント招請・観光セミナー事
業　等

Hokkaido Snow Travel
Expo 2017 in SAPPORO
事業　等

平成28年度 伊勢志摩サ
ミットを契機とした訪日観光
促進事業　等

欧州スキープロモーション
事業　等

34

65

57

52

26

25

24 - -

-29

- -

随意契約
（企画競争）

46

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

5430001007087

関西広域商品造成及びPR
事業　等

日本の観光ブランドイメー
ジ確立に向けたコンセプト
構築事業

第31回 日韓観光振興協議
会の開催による訪日促進
事業　等

平成28年度 伊勢志摩サ
ミット及び軽井沢G7交通大
臣会合を契機とした訪日観
光促進事業　等

CENTRAL JAPAN 広域観
光による東南アジア誘客促
進事業　等

-

- -

2

3

- -

法　人　番　号

7010401087967

1010401023408 121

- -

-

10

-

2010701023536

4010001148932

2180001031363

7120001044176

3370001005314

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

1430001041833

7011101055132

6

1

8

7

5 - -

- -

4

9

- -

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

-

72

4

関西広域商品造成及びPR事業

費　目

その他

計 121 計 0

費　目 使　途

6

北陸新幹線を活用した中国誘客事業 6

　　　事業費
北陸新幹線沿線プロモーション事業
（NATAS、MATTA）

B.
金　額

(百万円）

8

　　　事業費
北陸新幹線を活用した官民広域連携事業
（欧米豪メディア招請事業）

7

使　途

　　　事業費

東南アジア、欧米豪を対象とした大阪・神戸
旅行商品造成支援事業

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）
　　　事業費 ASEAN旅行会社招請事業 4

　　　事業費

　　　事業費
山陰広域連携事業 （山陰周遊フランスメ
ディアミックス情報発信事業）

6

　　　事業費

　　　事業費
縦断ゴールデンルートを活用した外国人観
光誘客事業

4

　　　事業費

金　額
(百万円）

A. 株式会社 日本旅行

タイ市場における九州の魅力情報発信事業 4

　　　事業費

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

株式会社 日本旅行

株式会社 マッキャン
エリクソン

株式会社 JTBコミュ
ニケーションデザイン

近畿日本ツーリスト
株式会社

株式会社 JTBプロ
モーション

株式会社 JTB西日
本

株式会社 JTB東北

株式会社 近畿日本
ツーリスト北海道

株式会社 JTBコーポ
レートセールス

株式会社 JTB北海
道

チェック

チェック



（ ）

　チェック

29年度
活動見込

30年度
活動見込

419 429

99%

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

計算式 　円　/　件

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

円

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
観光立国推進基本法第17条

主要政策・施策

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
ICCA統計（ICCA：国際会議協会）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

92% 95%

29年度活動見込

1,226,845 506,598 483,131

活動実績

28年度

337 355 410

198,083,915/410

我が国における国際会議開催件数（ＩＣＣＡ統計）
（※見込み値については、直近10年（2007～2016）の開
催件数の年平均成長率より算出） 件

179,842,381/355

26年度

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

実施方法

事業開始年度

直接実施

担当課室 国際観光課ＭＩＣＥ推進室、参事官室 井上学、中條一夫

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

190

アジアＮｏ．１の国際会議開
催国としての不動の地位を
築く

国際会議（ＭＩＣＥ）の誘致・開催を促進するため、
①アドバイザー派遣等を通じたマーケティング能力の向上支援等による世界トップレベルのMICE都市の育成
②地域産業、観光資源、ユニークベニュー等地域の特性を活かしたMICEの推進
等に取り組む。

- -

450

- -

- -

国際会議協会（ＩＣＣＡ）の国
際会議開催数の統計によ
るアジアの順位

-

199

単位

執行額／国際会議開催件数（ＩＣＣＡ統計）

単位当たり
コスト

-

平成２０年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

日本再興戦略で「2030年には、アジアＮｏ．１の国際会議開催国としての不動の地位を築く」とされたところであり、この目標達成に向け、我が国の国際会議等
（ＭＩＣＥ）への取組の強化を図り、国際競争力を高め、その誘致促進を図る。
この国際会議（MICE）の誘致・開催の促進により、①経済波及効果創出、②ビジネス機会、イノベーションの創出、③国・都市の競争力・ブランド力の向上など
が図られる。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

450 190 199 201 0

180 198

執行率（％） 92% 95% 99%

413

中間目標
定量的な成果目標 単位

順位
（日本）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 順位
（日本）

345 355 365

413,446,891/337

27年度

-

201

関係する計画、
通知等

達成度

1

-

1

年度 年度-

-

1

-

観光立国推進基本計画、明日の日本を支える観光ビジョン、
観光ビジョン実現プログラム、日本再興戦略

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

100 100

1

1 1

1

100 -

1

-

-

26年度 27年度 28年度

26年度

0

観光立国

29年度当初予算

163

32

5

0.6

外国人旅行者訪日促進対
策庁費

観光振興調査費

職員旅費

諸謝金

委員等旅費

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 　 0235

0.5

201

-

補正予算

予備費等

当初予算

27年度

国際会議等（ＭＩＣＥ）の誘致・開催の促進 担当部局庁 観光庁 作成責任者

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と

の
関
係

所管府省名 事業番号

○

国が自治体等のＭＩＣＥ力を高めることが必要であり、関係者
間で連携しながら実施している。

評　価項　　目

日本再興戦略及び観光ビジョン実現プログラムを踏まえて実
施しており、国民･社会のニーズを反映している。

4,000- -

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

- -

・国際会議（ＭＩＣＥ）の誘致・開催の促進を図るため、ＭＩＣＥ関係者との意思疎通を徹底し、なお一層の合理化・効率化を図りながら、連携して
取り組んでいくこととしている。

・アジアＮｏ．１の国際会議開催国となっており、現時点で成果目標を達成している。しかし、日本を含むアジア・大洋州を見た場合、中国などが
伸長著しく、開催件数に占める我が国のシェアは低下・横ばいを続けており、「2030年にはアジアＮｏ．１の国際会議開催国としての不動の地位
を築く」ためには、なお一層の努力が必要。

○

企画競争により、真に必要なものに限定されている。

○

改善の
方向性

○

企画競争により、最も費用対効果の高い支出先が選定され
ている。
一者応札となった事業については、説明書を受け取った不
参加企業に対し、不参加の理由を確認した。次回入札では
改善策を検討。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

「地域の特性を活かしたMICEの推進に係る調査事業報告
書」を配布・公表する等、広く関係者の活用を図っている。都
市の誘致力強化につながっている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

事業名

有

2,404 -

目標値 万人

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

企画競争により、効果的に事業が実施されている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

日本再興戦略及び観光ビジョン実現プログラムに示されてい
るとおり、国際会議の誘致促進は優先度の高い事業であり、
アジアＮｏ．１を維持するために必要かつ適切な事業である。

非常に効果的に成果を上げている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

ＭＩＣＥ関係者と連携し、効率化を図っている。

アジアＮｏ．１の国際会議開催国となっており、成果目標に見
合っている。

○

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込みに見合った活動である。

27年度 28年度

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

○

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

‐

2 3.5 3.7 -

目標値 兆円 - - 8

無

○

点検結果

グローバルＭＩＣＥ都市との分担を明確にして取り組んでお
り、負担関係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

1,974

事業所管部局による点検・改善

年度

- -

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国際会議（MICE）の誘致・開催の促進によるビジネス目的の訪日外国人を増やすことは、訪日外国人旅行者数（上記測定指標）を底上げすることに
つながる。

- 32
定量的指標

目標年度中間目標

実績値 万人 1,341

単位

訪日外国人旅行者数

訪日外国人旅行消費額
実績値 兆円

目標年度

年度

- 年度 32

年度

中間目標
26年度

施策 ２０　観光立国を推進する

政策 ６　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



479

244

246

453

231

-

237平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度 平成24年度

外部有識者の所見

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

行政事業レビュー推進チームの所見

平成27年度予算より、事業の大宗をＪＮＴＯ運営費交付金に移管。
平成25年度行政事業レビューシートでは、「訪日旅行促進事業（ビジット・ジャパン）」（事業番号244）に含む。
平成28年度公開プロセス対象事業
「事業内容の一部改善」
・ユニークベニューの利用促進のためには、利用時間、飲食の持ち込み条件などの様々な規制や慣習などを解決する必要があり、大学、博物館、経済団体、関
係省
庁などどの更なる連携を図るべき。
・ＭＩＣＥの意義・効果について、広く関係者に分かりやすく説明する広報活動を行っていくことに加え、地域などの関係者にとってＭＩＣＥの誘致・開催のインセン
ティブ
となり、ビジネスとして展開していくことを促進するような取組（成果目標としての経済波及効果の公表など）を行っていくべき。
・主体的にＭＩＣＥの誘致・開催に関わる専門家の育成を図っていくべき。
「対応状況：執行等改善」
・ユニークベニューの利用促進のために、MICE関係省庁連絡会議において、ユニークベニューの意義について理解してもらい、ユニークベニューの活用にあたっ
てのボトルネックを検討・解決していく。
・MICEの意義・効果を説明していく上で、経済波及効果を使用して説明していくことが有効であることから、28年度末に国際会議に関する経済波及効果を算出。
また、大中規模の国際会議を誘致するポテンシャルのあるグローバルMICE戦略・強化都市等に対して、当該エリアで開催された国際会議の経済波及効果を算出
し、各都市のWEBサイト等で公表してもらう。
・専門家の育成についてはこれまで十分に取り組めていなかったことから、MICE業界に精通した海外コンサルタントの指導・助言を通じグローバルレベルの誘致
活動に必要となるノウハウ等を多様な関係者に対してワークショップを通じて共有するととともに、グローバルMICE戦略・強化都市等に対してセミナーを行う。

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

観光庁
198百万円

国際会議等（MICE）誘致

を図るための具体的な実

施方針の策定

事務費
9百万円

【随意契約（企画競争）等】

Ａ．民間企業等（１８団体）

189百万円

職員旅費、諸謝金、
委員等旅費

国際会議運営、アドバイ
ザー派遣、ステークホル
ダー連携支援、各種調査
の実施



　

支出先上位１０者リスト

A.

チェック

株式会社ADKイン
ターナショナル

ニューソリューション
ホールディングス

株式会社野村総合
研究所

株式会社富士通総
研

株式会社MICEジャ
パン

株式会社レイ

株式会社大広

株式会社JTBコミュ
ニケーションデザイン

金　額
(百万円）

A.（（株）インターグループ）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

使　途

事業費

B.
金　額

(百万円）

41

費　目 使　途

計 41 計 0

第２８回世界観光機関（UNWTO）東アジア太
平洋・南アジア合同地域委員会及び同会議
関連行事の企画・準備・運営業務

費　目

9

1 -

一般競争契約
（最低価格）

随意契約
（少額）

5

1 -

4

8

7

6

1

10

-

0000000008347

8010401050783

0000000125707

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

2

3

3 -

法　人　番　号

0000000159992

0000000004010 40

随意契約
（企画競争）

2 -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2010701023536

ＭＩＣＥの促進のための専
門誌等を活用した広告宣
伝事業

グローバルＭＩＣＥ強化都市
に対するマーケティング高
度化事業

MICEの経済波及効果及び
市場調査事業

ＭＩＣＥの誘致拡大に向けた
ユニークベニュー活用促進
事業

コンベンション・ビューロー
（ＣＢ）組織の強化・高度化
のための調査

34

30

25

1 - -

1

随意契約
（企画競争）

5

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

グローバルMICEセミナー

「ファーストレーン」の利用
促進プロモーションツール
（ブローシャー）の制作及び
印刷・加工

ツーリズムEXPOジャパン
2016（Japan Night）におけ
る要人接見プログラム（運
営業務）

5

3 -

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

2 82％

-

随意契約
（少額）

株式会社JTBコミュ
ニケーションデザイン

2010701023536
太平洋島嶼国観光関係国
際会議の運営業務

9
随意契約

（企画競争）
1 -

株式会社インターグ
ループ

8120001060882

第２８回世界観光機関
（UNWTO）東アジア太平
洋・南アジア合同地域委員
会及び同会議関連行事の
企画・準備・運営業務

41
随意契約

（企画競争）
2 -



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

外国人旅行者訪日促進対
策費庁費

職員旅費

委員等旅費

諸謝金

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 　 0236

観光立国

29年度当初予算

28

0.6

0.5

0.4

30 0

観光立国推進基本計画
観光ビジョン実現プログラム

- -

30

関係する計画、
通知等

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

19 20 20 30 0

18 16

執行率（％） 95% 90% 80%

平成２２年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

訪日外国人旅行者数の増加や多様化するニーズへの対応など、通訳ガイドを取り巻く環境の変化等を踏まえ、通訳ガイドの質と量の向上を図るための方策
について検討・調査することにより、通訳案内士制度の充実・強化を図り、訪日外国人の満足度の向上に寄与することを目的とする。

前年度から繰越し - - -

18

補正予算

予備費等

当初予算 20

-

27年度

通訳ガイドに関する訪日外国人旅行者の満足度向上を図る観点から、訪日外国人旅行者からの苦情トラブルに関する対応やランドオペレーターの実態に係
る調査を行い、無資格ガイド対策について検討する。

①諸外国における外国人旅行者の苦情・トラブル等に関する対応の調査
②ランドオペレーターの実態に係る調査

- -

19

- -

- -

-

通訳ガイド制度の充実・強化 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 観光資源課 課長　蔵持　京治

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

20

実施方法

26年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
通訳案内士法、観光立国推進基本法第17条

主要政策・施策

一般会計

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

95% 90% 80%



　

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績

目標値

達成度 ％

達成度 ％

施策 ２０　観光立国を推進する

政策 ６．国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

-

外国人リピーター数
実績値

-

目標年度

- 年度 32 年度

- 2,400目標値 万人

年度

中間目標

実績値 万人 1,341

単位

1,575 2,514 2,845

中間目標 目標年度

目標値

訪日外国人旅行者数

- -

訪日外国人旅行消費額
実績値 兆円

26年度

26年度

7 6 5

年度

年度32
26年度 27年度 28年度

目標最終年度

48.6 73.2

15,000

10,975 11,307

15,000

75.4 -

-

-

達成度

7,290

-

15,000

年度

15,000

- -

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業を通じて地域の観光資源を磨き上げ、その魅力を発信することで、本施策における目標の達成に寄与する。

- 32
定量的指標

1,974

ＫＰＩ
（第一階層）

－

- -

改革
項目

分野： -

18 / 7

27年度

16 / 5

- - -

人

成果実績

目標値

成果指標 単位

人
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

7,000

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

1,159

地方部での外国人延べ宿泊者数

2 3.5 3.7 -

目標値 兆円 -

万人泊実績値

-

- 年度

定量的指標
年度

万人泊 -

8

年度

32

年度

-

1,426 -

中間目標
定量的な成果目標

単位

無資格ガイド対策を検討するための調査予算額
／

通訳案内士制度に関する検討会開催実績について

単位当たり
コスト

28年度
中間目標

27年度 28年度

通訳案内士試験受験者数

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

平成32年度までに年間の
通訳案内士試験受験者数
15,000人を達成する。

年度

2,404 -

目標値 万人

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

単位

27年度

回

18 / 6

計画開始時

通訳案内士制度に関する検討会開催実績について

28年度 29年度

万人 837

単位 26年度

30 / 10

29年度活動見込

3 3 3

活動実績

28年度

百万単

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

回

計算式 百万円/回

3

26年度 27年度 28年度

- -

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

4,000

目標最終年度

目標年度

- 年度 32

- -

－

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
日本政府観光局が発表する受験者数

29年度
活動見込

30年度
活動見込

10 5

チェック

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込みどおりの実績報告書が成果物として提出された。

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

ＪＮＴＯ等と連携し、無資格ガイドに関する注意喚起を呼び掛
ける等の対策も講じており、コスト削減も行っている。

行政事業レビュー推進チームの所見

見込みどおりの活動報告が提出されており、無資格ガイドの
対策を検討する上で非常に有意義な活動及び調査報告で
あった。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

実態把握をした上で対策を検討する必要があり、2020年に
向けて早々に対策する必要があった。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

無

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

本省において、適正に企画競争を実施した。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

無資格ガイドの対策に向けて、十分に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

実態調査の必要経費に限定されている。

‐

外部有識者の所見

改善の
方向性

本事業により得た情報を基に悪質ガイド対策を進めることにより、通訳ガイドに関する訪日外国人旅行者の満足度向上を図っていく。
また、業者選定においては、競争入札・企画競争等を実施し、適正に行っていく。

本事業により、無資格ガイド対策を検討する上で、訪日外国人旅行者からの苦情トラブル対応やランドオペレーターの実態に関する必要な情
報を確認することができた。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

無資格ガイドが社会問題になっていることから、その対策と
して必要な実態調査であり、社会のニーズに合致している。

有資格者の利用率の低さは、全国で発生している事案であ
ることから、地方自治体や民間等に委ねることはできない。

○

○

事業番号 事業名所管府省名



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　

支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

5

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

随意契約
（企画競争）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

ランドオペレーター事業者
実態調査の更なる実態把
握のため、小規模事業者
に対する実態調査を執行

諸外国において、外国人旅
行者からの観光に関する
苦情やトラブルに対し、ど
のような対応がなされてい
るかの調査を執行

2

3 99.3％

法　人　番　号

9010601030238

1010401023102 10

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

1

3 99.7％

ランドオペレーター事業者実態調査の更な
る実態把握のため、小規模事業者に対する
実態調査を執行

費　目

計 10 計 0

費　目 使　途

B.
金　額

(百万円）

10

平成22年度

平成28年度

使　途

事業費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

金　額
(百万円）

A.PxCコンサルティング合同会社

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度平成23年度

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

PwCコンサルティン
グ合同会社

株式会社クニエ

平成25年度 平成26年度 平成27年度

チェック

477

245

247

454

233

485

238

観光庁

16百万円

事業方針の決定・総括

A 民間会社（２社）

15百万円

【企画競争入札】

外国人旅行者からの観光に関する苦情やトラブルに対し、

諸外国においてどのような対応がなされているかの調査

やランドオペレーター事業者の更なる実態把握のための

小規模事業者に対する実態調査を執行

諸謝金、職員旅費、委員等旅費

1百万円



（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「訪日外国人消費動向調査」　出典：観光庁

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 100%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「訪日外客数」 　出典：独立行政法人 国際観光振興機構 （日本政府観光局／JNTO）

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人通則法第46条
（独立行政法人 国際観光振興機構法）

主要政策・施策

達成度 ％

％

6,542

2020年に訪日外国人
旅行者数4,000万人

実施方法

定量的な成果目標

26年度

(独) 国際観光振興機構運営費交付金 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業開始年度

交付

担当課室 国際観光課 課長　田中　由紀

事業名

会計区分

29年度

4,184

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

・外国人観光旅客の来訪を促進するための宣伝
（歴史や伝統文化をテーマとした欧米等に対するプロモーション、LCCやクルーズ等の地方への誘致、地方におけるインバウンド消費拡大プロモーション、訪
日教育旅行の地方への拡大、東京オリンピック・パラリンピック開催を契機とした訪日プロモーション等）
・外国人観光旅客に対する観光案内所の運営
・通訳案内士試験事務の代行
・国際観光に関する調査及び研究
・国際観光に関する出版物の刊行
・国際会議等の誘致の促進及び開催の円滑化等

4,500

1,912

- -

-

訪日外国人旅行者数
（暦年）

3,716

兆円

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

7,037

--

5,628

平成１５年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

   海外における観光宣伝、外国人観光旅客に対する観光案内その他外国人観光旅客の来訪の促進に必要な業務を効率的に行うことにより、国際観光の振
興を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

万人
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 万人

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

5,628 10,726 11,537 7,820 0

10,726 11,537

執行率（％） 100% 100% 100%

2020年に訪日外国人
旅行消費額8兆円

訪日外国人旅行消費額
（暦年）

成果実績 兆円

目標値

4,000

- 87.5 46.3 -

8 8

明日の日本を支える観光ビジョン
観光ビジョン実現プログラム
観光立国推進基本計画

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

67.1 98.7

2,000

1,974 2,404

4,000

60.1 -

-

-

- -

7,820

関係する計画、
通知等

達成度

1,341

-

2,000

年度 年度32

32 年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

- 3.5 3.7 -

- 4 -

7,820 0

事業番号 0237

観光立国

29年度当初予算

7,820

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

独立行政法人
国際観光振興機構

一般勘定 運営費交付金

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求



☑

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「訪日外国人消費動向調査」　出典：観光庁

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「宿泊旅行統計調査」　出典：観光庁

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「業務実績報告書」　出典：独立行政法人 国際観光振興機構 （日本政府観光局／JNTO）

チェック

29年度
活動見込

30年度
活動見込

20 20

29年度
活動見込

30年度
活動見込

15 15

単位当たり
コスト

単位

当該年度執行額
／当該年（暦年）訪日外国人旅行消費額

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

単位

定量的な成果目標

-

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

国

万円／億円

活動指標

計算式 　　　／

26年度 27年度 28年度

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

単位

万人泊

万人

訪日外国人旅行者の地方
部における延べ宿泊者数
（暦年）

成果実績

目標値 万人泊

達成度

定量的な成果目標

成果指標

単位当たり
コスト

ウェブサイト言語数

算出根拠

29年度活動見込

- 209.3 193.8

活動実績

28年度

28年度

　円／人

活動実績 言語

当初見込み 言語

単位

116.8 126.1

380 440

　　　／

単位

％

プロモーション実施主要国数

2020年に訪日外国人
リピーター数2,400万人

ソーシャルネットワークペー
ジのファン数500万人

ソーシャルネットワークペー
ジのファン数

成果実績

26年度

326.8

国

4,131百万
円

/1,974万人

- 11.9 12.4

26年度 27年度 29年度活動見込

計算式

2020年に訪日外国人旅行
者の地方部における延べ
宿泊者数7,000万人泊

-

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

万人

500

-

成果指標

万人

単位当たり
コスト

129百万円
／444万人

達成度 ％

目標値

成果指標 27年度

訪日外国人リピーター数
（暦年）

成果実績
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

32

万人

目標値

単位

当該年度執行額
／当該年（暦年）訪日外国人旅行者数

単位当たり
コスト

28年度
中間目標

59.4-

単位

当該年度執行額
／当該年（暦年）訪日外国人リピーター数

26年度

27年度 28年度

-

計算式

単位当たり
コスト

単位当たり
コスト

-

算出根拠

- -

　　　／

4,660百万
円

/1,426万人

28年度27年度算出根拠

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

％

- 20 20

　円／人

-

27年度

4,660百万
円

/2,404万人

-

当該年度執行額
／ウェブサイトの年間アクセス数

単位当たり
コスト

　円／ページビュー

計算式 　　　／

26年度

９０百万円／5億8,280ページビュー

目標最終年度

- - 2,400 - 2,400

年度

32 年度

29 年度

- 444 555 -

-

4,131百万
円

/34,771億
円

4,660百万
円

/37,476億
円

29年度活動見込

年度

- - 1,426 -

中間目標 目標最終年度

- 年度

- 7,000

- - 40.6 -

-

中間目標 目標最終年度

- 年度

-

- -

26年度 27年度 28年度

- - 2,845

7,000

--

26年度 27年度 28年度

26年度

- 20 20

- - -

27年度 28年度

13 15 15

26年度 27年度 28年度 29年度活動見込

- 0.4 0.2

- 29.1

- 129百万円／3億5,050万ページビュー

90百万円
／555万人

26年度

16.2

単位 29年度活動見込

計算式 　　　／

当該年度執行額
／ソーシャルネットワークページのファン数

単位当たり
コスト

単位当たり
コスト

算出根拠

　円／人

単位



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

4,000

目標最終年度

目標年度

- 年度 32

4,000 -2,000 2,000

目標値

中間目標

年度

計画開始時
28年度 29年度

万人泊 1,575

単位 26年度

単位

27年度

年度

2,404 -

目標値 万人

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

K
P
I

(
第
一
階
層

）

成果実績

28年度
中間目標

27年度 28年度

2,845 -

年度

32

年度

-

2 3.5 3.7 -

目標値 兆円 -

万人実績値

4

- 年度

定量的指標
年度

万人 -

8

2,400

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

2,514

訪日外国人リピーター数（暦年）

改革
項目

分野： -

1,974

ＫＰＩ
（第一階層）

-

8 -

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

 
   本事業は、韓国・中国・台湾・香港・タイ・シンガポール・マレーシア・インドネシア・フィリピン・ベトナム・インド・豪州・米国・カナダ・英国・フランス・ドイ
ツ・ロシア・イタリア・スペインの重点20市場を対象に、訪日プロモーションを実施するものであり、その成果は訪日外国人旅行者数や訪日外国人旅行
消費額、訪日外国人リピーター数、訪日外国人旅行者の地方部における延べ宿泊者数により測定可能であり、観光立国の推進に寄与するものであ
る。

- 32
定量的指標

- -

年度
26年度

7,000

目標年度

- 年度 32 年度

- 7,000目標値 万人泊

年度

中間目標

実績値 万人 1,341

単位

837 1,159 1,426

中間目標 目標年度

目標値

訪日外国人旅行者数（暦年）

- 2,400

訪日外国人旅行消費額（暦年）

実績値 兆円

施策 20　観光立国を推進する

政策 6　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

-

訪日外国人旅行者の地方部における延べ宿泊者数
（暦年）

実績値

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



事業番号 事業名所管府省名

○

　同　上

○

評　価項　　目

　観光立国の実現のためには、海外プロモーションによる認
知度向上等を通じて訪日旅行に関する期待値を高めると同
時に、外国人旅行者の受入環境を改善し、利便性・満足度を
向上させることが重要であり、「日本再興戦略 2016」 （平成
28年6月2日） においても、我が国の豊富で多様な観光資源
を、誇りを持って磨き上げ、その価値を外国人にも分かりや
すく伝えるべく、訪日プロモーションの戦略的高度化及び多
様な魅力の対外発信強化が位置づけられている。
　また、地方自治体や民間等が単独でプロモーションを実施
するよりも、あらゆる関係者・機会を総動員し、オールジャパ
ン体制でプロモーションを実施し、日本全体の統一感のある
海外への発信が求められているところである。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

　同　上

○

改善の
方向性

   ｢独立行政法人改革等に関する基本的な方針｣ （平成25年12月24日閣議決定） で示されたとおり、観光庁が実施する訪日プロモーション事
業について、事業効果を最大化し訪日外国人旅行者数の一層の拡大を図るため、平成26年度補正予算から原則として本法人が発注主体と
なって実施。それに併せて、予算の適切な執行及び契約に係る適正性を確保するため、本法人において内部統制委員会、契約監視委員会に
よるほか、監査室を設置して事業の適正な実施をチェックしているところである。
今後は、国別戦略の徹底、デジタルマーケティングの本格導入、地方自治体や民間企業等との更なる連携や、本法人の体制強化を通じて、よ
り戦略的な誘客を実施する。

   オールジャパン体制による外客誘致の取組を更に推進するため、独立行政法人 国際観光振興機構 （日本政府観光局／JNTO） の海外事
務所が有するネットワークを十分に活用し、観光庁と一体となって、限られた予算の効果を最大限に発揮することに努めている。また、各事業
における客観的な業績指標（KPI）による効果測定を実施し、測定結果を事業計画に反映している。

‐

　同　上

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

　同　上

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

   入札にあたっての十分な公告期間の確保、仕様書の内容
の見直し、入札参加要件の緩和等の措置を図っている。ま
た、契約が一般競争入札等によらない場合であっても、企画
競争や公募を行う場合には、競争性、透明性が確保される
方法により実施している。さらに、監事による監査及び契約
監視委員会において、入札・契約の適正な実施について
チェックを受けている。 また、監査室において事業の適正な
実施をチェックしている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　同　上

　同　上

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

‐

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

　同　上

　中期目標に基づき、中期計画・年度計画を策定し、目標に
見合った実績を達成している。また、2020年 訪日外国人旅
行者数 4,000万人に向けて、平成28年は2,404万人と順調に
推移しているところである。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

　同　上

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

有

○

点検結果

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



482

247

248

459

235

487

239平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

外部有識者の所見

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

   訪日プロモーション事業について、平成26年度補正予算から原則として本法人が発注主体となって実施することとなった。

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

観光庁

11,537 百万円

・ 国際観光の振興を図るため、国際観光振興機構が実施する外国人観光旅客の来訪促進にかか
る

事業について、中期目標の策定、業務実績の評価等を通じて指導・監督

A. 独立行政法人 国際観光振興機構

11,537 百万円

・ 海外における観光宣伝、外国人観光旅客に対する観光案内、その他外国人観光旅客の来訪

の促進に必要な業務を実施

【一般競争入札】
【随意契約 （企画競争等） 】

B. 民間企業 （ 453 件）

4,660 百万円

・ 海外宣伝事業、国際会議誘致事業等の実施、事務所借料、事務所維持費等



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

チェック

独立行政法人
国際観光振興機構

GATE7 Pty Ltd -
2016年豪州広告宣伝事業
等

154
随意契約

（企画競争）
- - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

香港市場におけるメディア
ミックス実施事業　等

337
随意契約

（企画競争）
- - -

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

株式会社 東京交通
会館

8010001034146
本部事務室及び地下倉庫
の賃貸借契約　等

150
随意契約
（その他）

- - -

Asatsu-DK Hong
Kong LTD

株式会社 アサツー
ディ・ケイコリア

-
韓国市場における訪日旅
行促進のための広告宣伝
事業　等

346
随意契約

（企画競争）
- - -

-

165

金　額
(百万円）

A. 独立行政法人 国際観光振興機構

2016年 リオデジャネイロオリンピック・パラリ
ンピック競技大会を活用した訪日プロモー
ション事業

40

その他 84

英国・ドイツにおける訪日促進事業 52

　　　事業費 欧州市場における広告宣伝事業

　　　事業費

　　　事業費

79

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

フランス・イタリア・スペイン・ベルギー・ポル
トガルにおける旅行博出展等事業

　　　事業費
フランスにおけるイベント出展及びフランス・
イタリア・スペインにおけるメディア・旅行会
社等招請事業

85

欧州におけるテレビを活用した広告宣伝事
業

　　　事業費

使　途

　　　交付金

60

　　　事業費 91

127

B. 株式会社 JTBコミュニケーションデザイン
金　額

(百万円）

11,537

通訳案内士試験事業

82

費　目 使　途

計 11,537 計 865

ショッピングを通じた訪日旅行及び消費拡大
促進事業

　　　事業費

費　目

　　　事業費

　　　事業費

　　　事業費
台湾における旅行博出展及び訪日旅行促
進イベント等開催事業

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

運営費交付金
交付

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

- -

法　人　番　号

4010005006896 11,537

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

海外における観光宣伝、外
国人観光旅客に対する観
光案内、その他外国人観
光旅客の来訪の促進に必
要な業務を実施

2

-

株式会社 電通 4010401048922
台湾における広告宣伝及
びメディア等招請事業　等

663

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社 JTBコミュ
ニケーションデザイン

2010701023536
欧州におけるテレビを活用
した広告宣伝事業　等

865
随意契約

（企画競争）
- -

随意契約
（企画競争）

- - -

株式会社 JTBコーポ
レートセールス

7011101055132
「VISIT JAPAN トラベル ＆
MICEマート 2016」 事業の
企画・運営業務　等

480
随意契約

（企画競争）
- - -

6

7

4

5

株式会社 アサツー
ディ・ケイ

3010001035099

東京オリンピック・パラリン
ピック大会に向けたメディア
向け素材集等の制作事業
等

403
随意契約

（企画競争）
- - -

10

8

9

株式会社 レーサム 5010001114702
本部賃貸借契約 （四谷国
際ビル）　等

332
随意契約
（その他）

- - -

株式会社 AAB 9120001054396

フィリピンにおける広告宣
伝、情報発信、販売促進
ツール制作及びメディア招
請事業　等

395
随意契約

（企画競争）
- - -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



別紙１

ウェブサイトの年間アクセ
ス数4.5億ページビュー

ウェブサイトの年間アクセ
ス数

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「業務実績報告書」　出典：独立行政法人 国際観光振興機構 （日本政府観光局／JNTO）

目標値 億ページビュー

成果実績 億ページビュー

単位
29 年度

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

- 3.5 5.8 -

- 3.4 3.9 - 4.5

- 102.9 148.7 -



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

観光振興調査費

委員等旅費

職員旅費

諸謝金

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 　 0238

観光立国、高齢社会対策、障害者施策、男女共同参画

29年度当初予算

18

0.6

0.5

0.4

20 0

26年度

5 3 5

年度32

観光立国推進基本計画
観光立国実現に向けたアクションプログラム

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

70 70

30

21 28

30

93.3 -

-

-

- -

20

関係する計画、
通知等

達成度

21

-

30

年度

30

34/5

27年度

30.2/5

5 3 5

窓口数

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

37 35 32 20 0

28 28

執行率（％） 92% 80% 88%

平成２４年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

高齢者、障がい者、乳幼児連れ旅行者、外国人等を含む誰もが旅行を楽しむことができる環境を整備するため、地方自治体、ＮＰＯ等の幅広い関係者の協力
の下、地域の受入体制の強化を進めるほか、ユニバーサルツーリズムに関連する旅行商品の造成、普及を促進する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

窓口数
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

-

34

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

32

単位

総事業費／当事業におけるバリアフリー旅行相談窓口
の支援数

単位当たり
コスト

-

27年度

・すでに地域の観光案内に関する昨日を有し、全国に点在する「観光案内所」を活用し、当該施設に「バリアフリー相談窓口」の機能を付加するスキームを確
立することで、ユニバーサルツーリズムの受入拠点の拡大を図る。

- -

37

- -

- -

バリアフリー旅行相談窓口
の設置数

-

ユニバーサルツーリズム促進事業 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 産業政策担当参事官室 参事官　黒須　卓

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

35

地域における高齢者、障が
い者等の旅行者の受入体
制を強化する一元窓口の
全国30箇所での開設

実施方法

26年度

％

箇所

28.2/3

当事業におけるバリアフリー旅行相談窓口の支援数

29年度活動見込

6.8 9.4 6

活動実績

28年度

百万円

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
観光立国推進基本法第２１条

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

箇所

計算式 　　/

26年度 27年度 28年度

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
観光庁調べ

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

92% 80% 88%

29年度
活動見込

30年度
活動見込



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

達成度 ％

28年度
中間目標 目標年度

- 年度

目標値 兆円 - - -

32 年度

日本人国内旅行消費額

実績値

27年度

施策 ２０　観光立国を推進する

政策 ６ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

兆円 18.4 20.4 21 -

-

外国人リピーター数

実績値

-

目標年度

- 年度 32 年度

- 2,400目標値 万人

年度

中間目標

実績値 万人 1,341

単位

1,575 2,514 2,845

中間目標 目標年度

目標値

訪日外国人旅行者数

- -

訪日外国人旅行消費額

実績値 兆円

26年度
年度

- -

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業により、外国人など誰しもが旅行しやすい環境の構築が期待され、訪日外国人を初めとする旅行者数の増加、及びそれに伴う宿泊者数の増
加、旅行消費額の増加に寄与できる。

- 32
定量的指標

1,974

ＫＰＩ
（第一階層）

-

- -

改革
項目

分野： -

7,000

- 21

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

1,159

定量的指標 単位 26年度

地方部での外国人延べ宿泊者数

2 3.5 3.7 -

目標値 兆円 -

万人泊実績値

-

- 年度

定量的指標
年度

万人泊 -

8

年度

32

年度

-

1,426 -

28年度
中間目標

27年度 28年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

年度

2,404 -

目標値 万人

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位

27年度

計画開始時
28年度 29年度

万人 837

単位 26年度

年度

- -

目標値

中間目標

4,000

目標最終年度

目標年度

- 年度 32

- -

-

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の
必
要

性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込みに見合った活動である。

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

行政事業レビュー推進チームの所見

成果に見合った実績である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

誰もが旅行をしやすい環境の整備を進めるため、ユニバー
サルツーリズムの促進は必要かつ適切な事業である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

無

平成28年度

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○

企画競争など公平性を保っている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

取りまとめた調査結果等は幅広い関係者に活用されてい
る。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

企画競争を実施し、効果的な事業の実施を図った。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

真に必要な事業に限定している。

‐

外部有識者の所見

改善の
方向性

今後とも適正に行っていく。

適正に企画競争を経て、業者選定している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

人口減少に加え超高齢化社会を迎え、誰もが旅行をしやす
い環境の整備が求められている。

平成23年度

国が方向性を取りまとめ、地域等の取り組みを加速させる必
要があることから、国が実施することが適当である。

○

○

平成25年度 平成26年度 平成27年度

事業番号 事業名所管府省名

-

250

249

-

236

1049

240



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　

支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
調査・研究、コンサルティン
グ

3 100％

法　人　番　号

4011001109825 28.4

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

1

モデル事業費

費　目

計 28.4 計 0

費　目 使　途

7.1

アンケート調査、モデル事業取りまとめ、報
告書作成

9

その他 一般管理費、消費税

B.
金　額

(百万円）

12

成果品作成 0.3

使　途

直接経費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.（株）オリエンタルコンサルタンツ

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

人件費

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

(株)オリエンタルコン
サルタンツ

チェック

観光庁

２８百万円

（公募・企画競争）

Ａ. 民間企業１社

２８百万円

【ユニバーサルツーリズムの促進に関する支援業務】

平成２７年度までに実施した受入体制強化の取り組みにつ

いて、

全国の観光案内所等の既存窓口の調査を通じてモデル事

業を実施する事業者の公募・選定

地域の受入強化策の検討等の立案をし、企画競

争を経て受託事業者と請負契約を実施。

職員旅費 0.4百万円



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

観光圏整備事業費補助金

職員旅費

諸謝金

委員等旅費

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 　 0239

観光立国、地方創生

29年度当初予算

202

3

0.3

0.1

205 0

観光立国推進基本計画

- -

205

関係する計画、
通知等

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

274 257 251 205 0

198 220

執行率（％） 75% 77% 88%

平成２５年度
事業終了

（予定）年度
平成３１年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国内外から選好される国際競争力の高い魅力ある観光地域づくりを促進するため、歴史・伝統・文化等を活かした地域独自の「ブランド」の確立を通じた、滞
在交流観光の推進に向けた取組を支援する。

前年度から繰越し - - -

206

補正予算

予備費等

当初予算 251

-

27年度

交流人口拡大による地域の活性化を実現するため、地域独自の「ブランド」の確立を通じた日本の顔となる観光地域の創出に向け、地域の取組段階に応じて
以下の支援を実施する。
　①目指すべき地域の将来像の策定、マーケティングの実施等を通じたブランド戦略の構築。（定額）
　②ブランド戦略に基づき、来訪者の豊かな旅行を支える応接環境の整備、取組の恒常的実施・改善を通じたブランド管理、地域資源の価値を最大限に活か
した空間の形成等の実施。（2/5補助）

- -

274

- -

- -

-

観光地域ブランド確立支援事業 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 観光地域振興課 課長　後藤　貞二

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

257

実施方法

26年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

観光立国推進基本法
第１２条～１４条

主要政策・施策

一般会計

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

75% 77% 88%



☑

26年度

10 13 13

中間目標 目標最終年度

- 年度

-

- -

26年度 27年度 28年度

343 359

-

-98.3

26年度 27年度 28年度

29 年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

- 401

85.5 89.5 -

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

1,505 1,649 -

- - -

- 年度

3,565 3,414 -

年度

29 年度

29 年度

73 94 -

-

81.4 89.1 -

184,613,290/10

-

219,312,043/13

1,850

29年度活動見込

目標最終年度

- - - - 3,626

14,958,785/3

27年度

％

11 13 13

平成29年度において、富良
野・美瑛観光圏の主たる滞
在促進地区における、延べ
宿泊者数を1,850千人泊と
する。

主たる滞在促進地区にお
ける宿泊者数

成果実績 千人泊

目標値

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

達成度

26年度

27年度 28年度

単位当たり
コスト

成果指標 単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

29

千人泊

目標値

単位

観光地域ブランド基盤づくり支援交付額／採択件数

単位当たり
コスト

28年度
中間目標

94.2

単位

達成度 ％

目標値

成果指標 27年度

主たる滞在促進地区にお
ける宿泊者数

成果実績

千人泊

千人泊

99

-

定量的な成果目標

成果指標

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

千人泊

平成29年度において、八ヶ
岳観光圏の主たる滞在促
進地区における、延べ宿泊
者数を401千人泊とする。

135,513,153/7

26年度

地域

11,839,435/3

19,359,022 18,461,329 16,870,157

計算式

達成度 ％

平成29年度において、にし
阿波観光圏の主たる滞在
促進地区における、延べ宿
泊者数を99千人泊とする。

主たる滞在促進地区にお
ける宿泊者数

成果実績

94.9

- -

　　/

％

補助採択地域数

平成29年度において、雪国
観光圏の主たる滞在促進
地区における、延べ宿泊者
数を3,626千人泊とする。

算出根拠

29年度活動見込

4,986,262 3,946,478

活動実績

28年度

円

単位

73.7

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

単位

千人泊

千人泊

主たる滞在促進地区にお
ける宿泊者数

成果実績

目標値 千人泊

達成度

定量的な成果目標

成果指標

地域

円

計算式 　　/

26年度 27年度 28年度

単位当たり
コスト

単位

観光地域ブランド確立支援交付額／採択件数

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

単位

定量的な成果目標

-

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

29年度
活動見込

30年度
活動見込

13 7

チェック

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
市町村観光統計調査（富良野市）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
市町村観光統計調査（湯沢町）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
調査対象地区内の宿泊施設からの聞き取りによる

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
大歩危・祖谷地区の宿泊施設からの聞き取りによる（大歩危・祖谷いってみる会）



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

達成度 ％

施策 ２０　観光立国を推進する

政策 ６　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

実績値 万人泊 1,575

単位

地方部での外国人延べ宿泊者数

日本人国内旅行消費額

実績値 兆円

2,514

目標年度

- 年度 32 年度

中間目標

26年度

年度 年度 年度

-

成果実績

年度

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業を通じた国内外から選考される魅力ある観光地域の形成により、本施策における目標の達成に寄与する。

- 32
定量的指標

ＫＰＩ
（第一階層）

-

- -

改革
項目

分野： -

18.4 20.4 21 -

目標値 兆円 - -

％

21

年度 年度

目標値

27年度 28年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

29年度28年度

年度

2,845 -

目標値 万人泊

達成度

単位
計画開始時

28年度 29年度

年度

- -

目標値

中間目標

7,000

目標最終年度

- -

-

中間目標 目標最終年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

単位
計画開始時

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

地域のブランド確立に資する事業費について、地域も応分の
負担のうえ実施している。

国
費
投
入
の

必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

○

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

成果目標の達成に向け、順調な推移をみせている。

○

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

ヒアリング、第３者委員会を通じて、地域が効果的にブランド
確立に取り組むための助言等を行った。

成果目標の達成に向け、順調な推移をみせている。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国際競争力の高い観光地域づくりを促進するため、地域の
戦略策定、取組を支援することは必要かつ適切な事業であ

第３者委員会により、必要に応じて事業の改善、組替を求
め、費用水準の適正化を図っている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

無

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

ヒアリングにより必要な経費か確認するとともに、第３者委員
会により効果的、効率的な事業としている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

本事業により、ブランド戦略に沿った滞在プログラムの整備
等を開発し、地域のブランド確立に活用している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

第３者委員会を活用し、効果的かつ効率的な事業としてい
る。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

第３者委員会により、事業目的に即したもののみを補助対象
事業として採択している。

○

改善の
方向性

効果的な事業の実施に向け、各地域で実施される事業ごとにＰＤＣＡサイクルを回し詳細の効果測定を行いながら、引き続き適切な予算執行
に努めていく。

日本を代表する有形・無形の地域資源がある観光地域において、他地域と差別化された価値や魅力を戦略的に創出・提供することにより、日
本の顔となる「ブランド」を確立していくことが、国内外から選好される観光地域を形成するために極めて重要である。昨年度、全ての観光圏に
おいて全国的な新目標を踏まえた目標を再設定したところ、新たな事業目的の達成に向けて適正な予算執行を実施する。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

国際競争力の高い観光地域づくりを促進することは社会的
ニーズがある。
先進的取組を全国レベルで位置づけて実施する事業であ
る。

○

○

地域において、補助採択事業の実施にあたり、競争性の確
保等を図り、支出の適正化を行っている。

事業番号 事業名所管府省名

-



【平成27年度秋の行政事業レビューにおける指摘事項】
① 海外との競争を意識して、外国人旅行者の目線に立ち、訪日外国人を受け入れる環境の整備や情報発信を行う。
② 当該施策がないときに比べ、施策を行うことでどれくらいの効果があったのかを示すことにより、毎年の進捗状況を適切に見極める。
③ 事業の効果について個々の支援事業毎にPDCAサイクルを回しながら、詳細の効果測定をしていく。
④ 個別地域における目標が達成されているものについては、今後全国的な新目標を踏まえた目標を再設定するか、順次自立を求めていく。
⑤ 観光地域づくりの主体を支援する「新型交付金」との役割を整理する。
【対応状況】
① 外国人を対象とする事業を実施する場合は、対象市場の外国人旅行者のニーズなどを盛り込んだ事業計画を各主体において策定した。
② 平成２８年３月に、「明日の日本を支える観光ビジョン」が策定され、政府全体の観光に関する目標が新たに設定されたことを踏まえ、各実施主体において、新
たな目標指標を検討し、新たな目標値を策定した。
③ 個別事業についても、②において策定する新たな目標値を踏まえた目標を設定し、ＰＤＣＡサイクルを回しながら、詳細の効果測定を行う。
④ ②において策定する新たな目標値を踏まえ、事業内容についても必要な見直しを行った。
⑤ 本事業では、観光圏の認定を受け、より本格的に観光地域づくりに取り組む段階について支援する。

【平成28年度　自民党　行政改革推進本部　行政事業レビューチーム　提言】　観光地域ブランド確立支援事業（0250）
○事業の成果が不透明であるほか、地方創生の交付金との関係や国・地方・民間の役割分担等から、国が延々と支援すべき事業ではないことに加え、平成28年
の実績もゼロであることから、平成29年度以降の新規分は必要ないのではないか。その上で、既存の支援先に対する5年を限度とする支援期間終了後は事業廃
止すべきである。
【対応状況】
○既存の支援先を重点的に支援したいと考えており、平成29年度以降に既存の支援先以外の主体を本事業で支援することは想定していない。
○提言を踏まえて、本事業のあり方についても検討を行っており、事業の成果が不透明であるというご指摘についても、改善の検討を行っております。

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

行政事業レビュー推進チームの所見

平成28年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成24年度

外部有識者の所見

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

-

新25-30

250

-

241

-

242



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

☑費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

平成28年熊本地震に伴う観光環境の復旧
及び風評被害払拭に資する各種事業

費　目

計 58 計 0

費　目 使　途

B.
金　額

(百万円）

53

事業費
観光地域づくりプラットフォームが実施する
着地型旅行商品の企画・販売等の各種事

5

使　途

事業費費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.公益財団法人　阿蘇地域振興デザインセンター

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

チェック

観光庁

２２０百万円

国内外から選好される国際競争力の高い魅

力ある観光地域づくりを促進するため、地域

の取組段階に応じ、地域独自の「ブランド」の

確立を通じた日本の顔となる観光地域の創出

に向けた取組を支援。

諸謝金、職員旅費、委員等旅費

１百万円

Ａ．一般社団法人等（１３団体）

２１９百万円

観光圏整備計画又は観光地域づくりプラット

フォーム事業計画策定及び商品企画開発・販

売促進、体験・交流・学習促進、人材育成、情

報提供、宿泊魅力向上、イベント開発、交通整

備、モニタリング調査 等

【公募・補助】



支出先上位１０者リスト

A.

様々な滞在交流型観光の
取組みを推進し、市場との
窓口機能等を担う「観光地
域づくりプラットフォーム」が
実施する着地型旅行商品
の企画・販売等の各種事業

様々な滞在交流型観光の
取組みを推進し、市場との
窓口機能等を担う「観光地
域づくりプラットフォーム」が
実施する着地型旅行商品
の企画・販売等の各種事業

様々な滞在交流型観光の
取組みを推進し、市場との
窓口機能等を担う「観光地
域づくりプラットフォーム」が
実施する着地型旅行商品
の企画・販売等の各種事業

様々な滞在交流型観光の
取組みを推進し、市場との
窓口機能等を担う「観光地
域づくりプラットフォーム」が
実施する着地型旅行商品
の企画・販売等の各種事業

14

-

-

-

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

29

27

19

11

9

8 - -

-11

- -

補助金等交付18 -

- -

-

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

様々な滞在交流型観光の
取組みを推進し、市場との
窓口機能等を担う「観光地
域づくりプラットフォーム」が
実施する着地型旅行商品
の企画・販売等の各種事業

様々な滞在交流型観光の
取組みを推進し、市場との
窓口機能等を担う「観光地
域づくりプラットフォーム」が
実施する着地型旅行商品
の企画・販売等の各種事業

様々な滞在交流型観光の
取組みを推進し、市場との
窓口機能等を担う「観光地
域づくりプラットフォーム」が
実施する着地型旅行商品
の企画・販売等の各種事業

様々な滞在交流型観光の
取組みを推進し、市場との
窓口機能等を担う「観光地
域づくりプラットフォーム」が
実施する着地型旅行商品
の企画・販売等の各種事業

様々な滞在交流型観光の
取組みを推進し、市場との
窓口機能等を担う「観光地
域づくりプラットフォーム」が
実施する着地型旅行商品
の企画・販売等の各種事業

様々な滞在交流型観光の
取組みを推進し、市場との
窓口機能等を担う「観光地
域づくりプラットフォーム」が
実施する着地型旅行商品
の企画・販売等の各種事業

- -

2

3

- -

法　人　番　号

2310005002867

3090005005108

58

10

-

7110005015224

2130005014641

5330005005205

7430005008666

2080405006335

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

8480005005848

6320005003002

6

1

8

7

5 - -

- -

4

9

- -

補助金等交付

補助金等交付

-

公益財団法人　佐世
保観光コンベンション
協会

一般社団法人　雪国
観光圏

一般社団法人　京都
府北部地域連携都
市圏振興社

公益財団法人　阿蘇
地域振興デザインセ
ンター

一般社団法人　ニセ
コプロモーションボー
ド

公益財団法人　浜松
観光コンベンション
ビューロー

一般社団法人　そら
の郷

一般社団法人　別府
市観光協会

一般社団法人　八ヶ
岳ツーリズムマネー
ジメント

公益社団法人　香川
県観光協会

7470005001205



別紙１

- - 2,735

88.6 93.5 -

市町村観光統計調査（別府市）

- -

86.4 88.6 72.9 -

2,557 -

30 年度

215

78.1 88.8 94.4 -

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 30 年度

-

-

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 30 年度

- 1,982

84.2 88.5 -

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 30 年度

94.4 -

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 30 年度

88.3

113 111.9 -

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 29 年度

2,391 -

- - - - 2,136

- 2,111

目標値 千人泊

成果実績 千人泊

単位
29 年度

26年度 27年度 28年度
中間目標

1,865 1,992

- - -

目標最終年度

- 年度

2,413

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

平成29年度において、阿蘇
くじゅう観光圏の主たる滞在
促進地区における宿泊者
数を2,136千人泊とする。

主たる滞在促進地区におけ
る宿泊者数

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

平成29年度において、「海
風の国」佐世保・小値賀観
光圏の主たる滞在促進地
区における宿泊者数を
2,111千人泊とする。

主たる滞在促進地区におけ
る宿泊者数

成果実績

目標値 千人泊

千人泊

達成度 ％

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

市町村観光統計調査（阿蘇市）

-

目標値 千人泊

成果実績 千人泊

単位

1,668 1,754 -

- - -

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

平成30年度において、ニセ
コ観光圏の主たる滞在促進
地区における宿泊者数を
1,982千人泊とする。

主たる滞在促進地区におけ
る宿泊者数

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

平成30年度において、浜名
湖観光圏の主たる滞在促
進地区における宿泊者数を
524千人泊とする。

主たる滞在促進地区におけ
る宿泊者数

成果実績

目標値 千人泊

千人泊

達成度 ％

427 411 -

- -

千人泊

千人泊

単位

168 191 203 -

- - -

- - 524

81.5 78.4

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

平成30年度において、海の
京都観光圏の主たる滞在
促進地区（天橋立地区）に
おける宿泊者数を215千人
泊とする。

主たる滞在促進地区におけ
る宿泊者数

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

平成30年度において、海の
京都観光圏の主たる滞在
促進地区（夕日ヶ浦地区）
における宿泊者数を140千
人泊とする。

主たる滞在促進地区におけ
る宿泊者数

成果実績

目標値 千人泊

千人泊

達成度 ％

目標値

成果実績

121 124 102 -

目標値 千人泊

成果実績 千人泊

単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

2,424

- - - - 140

平成30年度において、豊の
国千年ロマン観光圏の主た
る滞在促進地区における宿
泊者数を2,735千人泊とす
る。

主たる滞在促進地区におけ
る宿泊者数

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

市町村観光統計調査（佐世保市、小値賀町）

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

市町村観光統計調査（ニセコ町、倶知安町、蘭越町）

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

市町村観光統計調査（浜松市）

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

市町村観光塔軽佻さ（宮津市）

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

市町村観光統計調査（京丹後市）



- 1,848

- 91.9 -

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 31 年度

- 84.7 -

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 31 年度

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 31 年度

- - 1,868

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

平成31年度において、水の
カムイ観光圏の主たる滞在
促進地区における宿泊者
数を1,868千人泊とする。

主たる滞在促進地区におけ
る宿泊者数

成果実績

目標値 千人泊

千人泊

達成度 ％

成果指標 単位

- 1,582 -

- -

目標値 千人泊

成果実績 千人泊

単位

- 1,698 -

- - -

-

-

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

市町村観光統計調査（釧路市、弟子屈町）

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

佐渡市が独自で実施している観光調査に基づいて集計（佐渡観光に関する調査報告）

平成31年度において、トキ
めき佐渡・にいがた観光圏
の主たる滞在促進地区にお
ける宿泊者数を1,848千人
泊とする。

主たる滞在促進地区におけ
る宿泊者数

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

平成31年度において、香川
せとうちアート観光圏の主
たる滞在促進地区における
宿泊者数を4,020千人泊と
する。

主たる滞在促進地区におけ
る宿泊者数

成果実績

達成度 ％

目標値 千人泊

千人泊

定量的な成果目標

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

市町村観光統計調査（香川県）

4,080 -

- - -

成果目標及び
成果実績
（アウトカム） - 4,020

- 101.5



別紙４

- 年度 29 年度

成果実績 % 81.3 82.0 80.6

目標値 % - - -

達成度 ％ 94.9 95.7 94.0

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 29 年度

成果実績 % 58.0 64.4 70.0

目標値 % - - -

達成度 ％ 67.4 74.9 81.4

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 29 年度

成果実績 % 86.7 89.6 88.1

目標値 % - - -

達成度 ％ 89.8 92.8 91.2

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 29 年度

成果実績 % 81.4 86.4 86.4

目標値 % - - -

達成度 ％ 92.5 98.2 98.2

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 29 年度

成果実績 % 56.0 58.0 60.7

目標値 % - - -

達成度 ％ 71.8 74.4 77.8

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 29 年度

成果実績 % 88.0 80.9 89.1

目標値 % - - -

達成度 ％ 104.1 95.7 105.4

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 30 年度

成果実績 % 58.3 86.9

目標値 % - - -

達成度 ％ 64.7 96.4

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 30 年度

成果実績 % 81.1 86.2

目標値 % - - -

達成度 ％ 90.1 95.8

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

阿蘇くじゅう滞在モニタリング調査

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

中間目標 目標最終年度

平成29年度において、
八ヶ岳観光圏の来訪者
満足度を96.6%とする。

来訪者満足度

-

- 96.6

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

平成29年度において、
富良野・美瑛観光圏の
来訪者満足度を85.7%と
する。

来訪者満足度

-

- 85.7

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

観光圏・顧客満足度調査

中間目標 目標最終年度

平成29年度において、
雪国観光圏の来訪者満
足度を86.0%とする。

来訪者満足度

-

- 86.0

-

中間目標 目標最終年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

平成29年度において、
にし阿波～剣山・吉野
川観光圏の来訪者満足
度を88.0%とする。

来訪者満足度

-

- 88.0

-

中間目標 目標最終年度

平成29年度までの間、
阿蘇くじゅう観光圏の来
訪者満足度を毎年度2%
ずつ増加させる。

来訪者満足度

-

- 78.0

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

平成29年度において、
佐世保・小値賀観光圏
の来訪者満足度を
100.0%とする。

来訪者満足度

-

- 84.5

-

中間目標 目標最終年度

平成30年度において、
ニセコ観光圏の来訪者
満足度（夏）を90.1%とす
る。

来訪者満足度

-

- 90.1

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

平成30年度において、
ニセコ観光圏の来訪者
満足度（冬）を90.0%とす
る。

来訪者満足度

-

- 90.0

-



別紙４

- 年度 30 年度

成果実績 % 83.6 87.8 90.3

目標値 % - - -

達成度 ％ 93.9 98.7 101.5

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 30 年度

成果実績 % 11.3 18.9 18.6

目標値 % - - -

達成度 ％ 45.4 75.9 74.7

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 30 年度

成果実績 % 16.8 22.5 19.4

目標値 % - - -

達成度 ％ 58.9 78.9 68.1

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 30 年度

成果実績 % 85.9 85.1 88.4

目標値 % - - -

達成度 ％ 93.0 92.1 95.7

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 31 年度

成果実績 % - 22.5

目標値 % - - -

達成度 ％ - 91.8

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 31 年度

成果実績 % - 87.4 89.3

目標値 % - - -

達成度 ％ - 94.0 96.0

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 31 年度

成果実績 % - 11.3

目標値 % - - -

達成度 ％ - 75.3

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

香川県が実施する来訪者満足度調査

中間目標 目標最終年度

平成31年度において、
水のカムイ観光圏の来
訪者満足度を24.5%とす
る。

来訪者満足度

-

- 24.5

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

中間目標 目標最終年度

平成30年度を目標最終
年度として浜名湖観光
圏の来訪者満足度を
89.0%とする。

来訪者満足度

-

- 89.0

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

平成30年度までの間、
海の京都観光圏（天橋
立地区）の来訪者満足
度を24.9%とする。

来訪者満足度

-

- 24.9

-

平成30年度までの間、
海の京都観光圏（夕
日ヶ裏地区）の来訪者
満足度を28.5%とする。

来訪者満足度

-

- 28.5

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

観光圏・顧客満足度調査

中間目標 目標最終年度

平成30年度までの間、
豊の国千年ロマン観光
圏の来訪者満足度を
91.1%とする。

来訪者満足度

-

- 92.4

-

中間目標 目標最終年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

平成31年度までの間、ト
キめき佐渡・にいがた観
光圏の来訪者満足度を
93.0%とする。

来訪者満足度

-

- 93.0

-

中間目標 目標最終年度

平成31年度において、
香川せとうちアート観光
圏の来訪者満足度を
15.0%とする。

来訪者満足度

-

- 15.0

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度



別紙４

- 年度 29 年度

成果実績 円 38,246 57,901 53,722

目標値 円 - - -

達成度 ％ 62.7 94.9 88.1

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 29 年度

成果実績 円 31,700 34,051 31,033

目標値 円 - - -

達成度 ％ 79.3 85.1 77.6

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 29 年度

成果実績 円 23,629 28,049 23,571

目標値 円 - - -

達成度 ％ 78.7 93.5 78.5

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 29 年度

成果実績 円 34,958 42,962

目標値 円 - - -

達成度 ％ 78.6 96.5

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 29 年度

成果実績 円 24,120 27,618 16,772

目標値 円 - - -

達成度 ％ 86.4 98.9 60.1

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 29 年度

成果実績 円 49,839 43,659

目標値 円 - - -

達成度 ％ 112.5 98.6

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 30 年度

成果実績 円 13,300 46,900

目標値 円 - - -

達成度 ％ 25.8 90.9

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

阿蘇くじゅう滞在モニタリング調査（～平成27年度）
観光圏・顧客満足度調査（平成28年度）

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

平成29年度において、
富良野・美瑛観光圏の
旅行消費額を61,000円
とする。

旅行消費額

-

- 61,000

-

中間目標 目標最終年度

平成29年度において、
雪国観光圏の旅行消費
額を40,000円とする。

旅行消費額

-

- 40,000

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

平成29年度において、
八ヶ岳観光圏の旅行消
費額を30,009円とする。

旅行消費額

-

- 30,009

-

中間目標 目標最終年度

平成29年度において、
にし阿波～剣山・吉野
川観光圏の旅行消費額
44,500円とする。

旅行消費額

-

- 44,500

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

平成29年度において、
阿蘇くじゅう観光圏の旅
行消費額を27,918円と
する。

旅行消費額

-

- 27,918

-

平成29年度において、
佐世保・小値賀観光圏
の旅行消費額を58,165
円とする。

旅行消費額

-

- 44,300

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

観光圏・顧客満足度調査

中間目標 目標最終年度

平成30年度において、
ニセコ観光圏の旅行消
費額（夏）を51,600円と
する。

旅行消費額

-

- 51,600

-

中間目標 目標最終年度



別紙４

- 年度 30 年度

成果実績 円 49,000 68,600

目標値 円 - - -

達成度 ％ 64.9 90.9

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 30 年度

成果実績 円 24,600 27,352 26,644

目標値 円 - - -

達成度 ％ 69.3 77.0 75.1

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 30 年度

成果実績 円 3,260 2,738 2,822

目標値 円 - - -

達成度 ％ 84.8 71.2 73.4

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 30 年度

成果実績 円 11,390 10,785 10,480

目標値 円 - - -

達成度 ％ 87.8 83.1 80.8

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 30 年度

成果実績 円 11,937 10,922

目標値 円 - - -

達成度 ％ 86.5 79.2

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 31 年度

成果実績 円 - 44,628

目標値 円 - - -

達成度 ％ - 93.0

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 31 年度

成果実績 円 - 50,618 53,181

目標値 円 - - -

達成度 ％ - 93.7 98.5

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 31 年度

成果実績 円 - 26,632

目標値 円 - - -

達成度 ％ - 84.3

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

香川県が実施する来訪者満足度調査

中間目標 目標最終年度

平成30年度において、
ニセコ観光圏の旅行消
費額（冬）を75,500円と
する。

旅行消費額

-

- 75,500

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

平成30年度において、
浜名湖観光圏の旅行消
費額を35,500円とする。

旅行消費額

-

- 35,500

-

中間目標 目標最終年度

平成30年度において、
海の京都観光圏（天橋
立地区）の旅行消費額
を3,846円とする。

旅行消費額

-

- 3,846

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

平成30年度において、
海の京都観光圏（夕
日ヶ裏地区）の旅行消
費額を12,973円とする。

旅行消費額

-

- 12,973

-

中間目標 目標最終年度

平成30年度において、
豊の国千年ロマン観光
圏の旅行消費額を
13,797円とする。

旅行消費額

-

- 13,797

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

平成31年度において、
水のカムイ観光圏の旅
行消費額を48,000円と
する。

旅行消費額

-

- 48,000

-

中間目標 目標最終年度

平成31年度において、ト
キめき佐渡・にいがた観
光圏の旅行消費額を
54,000円とする。

旅行消費額

-

- 54,000

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

平成31年度において、
香川せとうちアート観光
圏の旅行消費額を
31,600円とする。

旅行消費額

-

- 31,600

-



別紙４

- 年度 29 年度

成果実績 % 72.7 69.6

目標値 % - - -

達成度 ％ 84.8 81.2

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 29 年度

成果実績 % 20.1 20.5

目標値 % - - -

達成度 ％ 94.8 96.7

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 29 年度

成果実績 % 29.0 32.9

目標値 % - - -

達成度 ％ 83.1 94.3

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 29 年度

成果実績 % 10.0 42.3

目標値 % - - -

達成度 ％ 22.1 93.4

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 29 年度

成果実績 % 31.0 21.0

目標値 % - - -

達成度 ％ 124.0 84.0

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 29 年度

成果実績 % 60.0 62.2

目標値 % - - -

達成度 ％ 79.5 82.4

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 30 年度

成果実績 % 67.0 64.3 -

目標値 % - - -

達成度 ％ 100 95.8 -

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 30 年度

成果実績 % 76.3 56.1 -

目標値 % - - -

達成度 ％ 88 64.5 -

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

観光圏・顧客満足度調査

調査対象地区内の宿泊施設からの聞き取りによる

観光圏・顧客満足度調査

阿蘇くじゅう滞在モニタリング調査（～平成27年度）
観光圏・顧客満足度調査（平成28年度）

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

中間目標 目標最終年度

平成29年度において、
八ヶ岳観光圏のリピー
ター率を34.9%とする。

リピーター率

-

- 34.9

定量的な成果目標 成果指標

平成29年度において、
富良野・美瑛観光圏の
リピーター率を85.7%とす
る。

リピーター率

-

- 85.7

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

観光圏・顧客満足度調査

中間目標 目標最終年度

平成29年度において、
雪国観光圏のリピー
ター率を21.2%とする。

リピーター率

-

- 21.2

-

中間目標 目標最終年度

単位 26年度

-

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

平成29年度において、
にし阿波～剣山・吉野
川観光圏のリピーター
率を45.3%とする。

リピーター率

-

- 45.3

-

中間目標 目標最終年度

平成29年度において、
阿蘇くじゅう観光圏のリ
ピーター率を25.0%とす
る。

リピーター率

-

- 25.0

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

平成29年度において、
佐世保・小値賀観光圏
のリピーター率を75.5%と
する。

リピーター率

-

- 75.5

-

中間目標 目標最終年度

平成30年度において、
ニセコ観光圏のリピー
ター率（夏）を67.1％とす
る。

リピーター率

-

- 67.1

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

平成30年度において、
ニセコ観光圏のリピー
ター率（冬）を87.0%とす
る。

リピーター率

-

- 87.0

-



別紙４

- 年度 30 年度

成果実績 % 80.7 72.7 -

目標値 % - - -

達成度 ％ 101 90.9 -

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 30 年度

成果実績 % 7.3 5.4 8.0

目標値 % - - -

達成度 ％ 47 34.8 51.6

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 30 年度

成果実績 % 16.8 15.6 14.2

目標値 % - - -

達成度 ％ 68 62.9 57.3

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 30 年度

成果実績 % 34.0 38.0

目標値 % - - -

達成度 ％ 81 90.5

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 31 年度

成果実績 % - 56.8

目標値 % - - -

達成度 ％ - 91.9

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 31 年度

成果実績 % - 58.0

目標値 % - - -

達成度 ％ - 93.5

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

- 年度 31 年度

成果実績 % - 76.5

目標値 % - - -

達成度 ％ - 92.2

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

香川県が実施する来訪者満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

観光圏・顧客満足度調査

中間目標 目標最終年度

平成30年度において、
浜名湖観光圏のリピー
ター率を80.0％とする。

リピーター率

-

- 80.0

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

平成30年度において、
海の京都観光圏（天橋
立地区）のリピーター率
を15.5％とする。

リピーター率

-

- 15.5

-

平成30年度において、
海の京都観光圏（夕
日ヶ裏地区）のリピー
ター率を24.8％とする。

リピーター率

-

- 24.8

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

観光圏・顧客満足度調査

中間目標 目標最終年度

平成30年度において、
豊の国千年ロマン観光
圏のリピーター率を
42.0％とする。

リピーター率

-

- 42.0

-

中間目標 目標最終年度

中間目標 目標最終年度

平成31年度において、
水のカムイ観光圏のリ
ピーター率を61.8%とす
る。

リピーター率

-

- 61.8

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度 27年度 28年度

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

平成31年度において、ト
キめき佐渡・にいがた観
光圏のリピーター率を
62.0%とする。

リピーター率

-

- 62.0

-

-

- 83.0

成果目標及び成果実
績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 26年度

-

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

平成31年度において、
香川せとうちアート観光
圏のリピーター率を
83.0％とする。

リピーター率



（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

宿泊旅行統計調査（従業員数10名以上の宿泊施設を対象。）
広域観光周遊ルート形成計画

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

0% 91% 83%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

北海道観光入込客数調査
広域観光周遊ルート形成計画

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

観光立国推進基本法
第１２条～第１４条

主要政策・施策

達成度 ％

％

304

【ひがし北海道ルート】
平成32年において、当該地
域における外国人延べ宿
泊者数を3,000千人泊とす
る。

実施方法

定量的な成果目標

26年度

広域観光周遊ルート形成促進事業 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 観光地域振興課 課長　後藤　貞二

事業名

会計区分

29年度

250

翌年度へ繰越し ▲ 250

計

28年度

その他の事項経費

▲ 250

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

広域観光周遊ルート形成に向けて地域が広域に連携して実施する以下の取組に関する支援を行うとともに、観光地域づくりに関する専門家を派遣し、地域に
対する助言・指導を行う。
　・マーケティング及び計画策定
　・広域での外国人受入環境整備
　・訪日外国人向け滞在プログラムの充実
　・海外への情報発信　　　　　　　　　　　　　等

- -

-

- -

- -

外国人延べ宿泊者数（暦
年）
（上川、留萌、宗谷、オホー
ツク、十勝、釧路、根室総
合振興局管轄エリア）

250

千人泊

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

1,640

-250

-

平成２６年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

定住人口の減少等が進む地方において、訪日外国人旅行者の地方誘客を戦略的に創出し、訪日外国人旅行者数や地方部での外国人延べ宿泊者数を拡大
するため、テーマ性・ストーリー性を持った一連の魅力ある観光地をネットワーク化し、訪日外国人旅行者の満足度を高める「広域観光周遊ルート」の形成を
促進する。

前年度から繰越し - 250

成果実績

目標値

成果指標 単位

千人泊
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 千人泊

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 554 1,890 1,612 0

502 1,355

執行率（％） - 91% 72%

【東北ルート】
平成32年において、当該地
域における外国人延べ宿
泊者数を2,000千人泊とす
る。

外国人延べ宿泊者数（暦
年）
（青森県、岩手県、宮城
県、秋田県、山形県、福島
県、新潟県）

成果実績 千人泊

目標値

3,000

- - -

- 2,000

観光立国推進基本計画
観光ビジョン実現プログラム

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

1,114 -

-

-

2,100

- -

1,612

関係する計画、
通知等

達成度

-

30

-

年度 年度32

32 年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

30 年度

- 703 828

- - 1,500

44

5

0.3

0.1

1,612 0

事業番号 0240

観光立国、地方創生

29年度当初予算

1,562

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

外国人旅行者訪日促進対
策庁費

観光振興調査費

職員旅費

諸謝金

委員等旅費

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求



☑

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

宿泊旅行統計調査
広域観光周遊ルート形成計画

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

宿泊旅行統計調査
広域観光周遊ルート形成計画

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

宿泊旅行統計調査
広域観光周遊ルート形成計画

チェック

29年度
活動見込

30年度
活動見込

11

-

中間目標 目標最終年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度

4,000

目標最終年度

- -- -

目標値

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

単位

定量的な成果目標

中間目標

4,300

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

地域

計算式 　　/

146,536,727

26年度 27年度 28年度

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

年度

単位

千人泊

千人泊

外国人延べ宿泊者数（暦
年）
（滋賀県、京都府、大阪
府、兵庫県、奈良県、和歌
山県）

成果実績

目標値 千人泊

達成度

定量的な成果目標

成果指標

1,611,904,000/11

29年度活動見込

- 71,696,353 123,166,849

活動実績

28年度

円

単位

- -

- -

％

計画開始時

採択地域数

28年度 29年度

【昇龍道ルート】
平成32年において、当該地
域における外国人延べ宿
泊者数を14,000千人泊とす
る。

【せとうち海の道ルート】
平成32年において、当該地
域における外国人延べ宿
泊者数を6,000千人泊とす
る。

外国人延べ宿泊者数（暦
年）
（兵庫県、岡山県、広島
県、山口県、徳島県、香川
県、愛媛県）

成果実績

単位

地域

501,874,471/7

【近畿美の伝説ルート】
平成32年において、当該地
域における外国人延べ宿
泊者数を37,000千人泊とす
る。

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

千人泊

6,000

年度

成果指標

2,404 -

目標値 万人

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

達成度

千人泊

目標値

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

27年度 28年度

達成度 ％

目標値

成果指標 27年度

外国人延べ宿泊者数（暦
年）
（富山県、石川県、福井
県、長野県、岐阜県、静岡
県、愛知県、三重県、滋賀
県）

成果実績
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

32

千人泊

目標値

単位

予算執行額／採択地域数

単位当たり
コスト

28年度
中間目標

--

単位 26年度

年度 年度

1,575 2,514 2,845 -

目標値 万人泊 - -

％

7,000

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

達成度

％

- 7 10

-

27年度

1,354,835,339/11

改革
項目

分野： -

1,974

ＫＰＩ
（第一階層）

-

- -

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業を通じた広域観光周遊ルートの形成促進により、本施策における目標の達成に寄与する。

- 32
定量的指標

目標最終年度

- - - 11,000 14,000

年度

32 年度

32 年度

- 2,603 2,873

-

年度

- 7,615 7,739

中間目標 目標最終年度

30 年度

28,568 37,000

- - -

30

中間目標 目標最終年度

30 年度

- -

26年度 27年度 28年度

- 15,922 17,454

-

-

26年度 27年度 28年度

- 7 11

年度

26年度

26年度

年度 年度 年度

-
成果実績

目標年度

- 年度 32 年度

中間目標

実績値 万人 1,341

単位

訪日外国人旅行者数
（実績値及び目標値は暦年での数値を記載）

地方部での外国人延べ宿泊者数
（実績値及び目標値は暦年での数値を記載）

実績値 万人泊

施策 ２０　観光立国を推進する

政策 ６　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

達成度 ％
経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



-

　

国土交通省

事業番号 事業名所管府省名

　 歴史的風致活用国際観光支援事業

○

第３者委員会の助言をもとに、効果的かつ効率的な事業と
するとともに、執行にあたっては企画競争等を実施するな
ど、支出の適正化を図った。

地方公共団体等の枠を超えた広範囲での連携が不可欠で
あり、効果的な実施には国による調整が必要である。

○

評　価項　　目

訪日外国人旅行者の地方への誘導により、交流人口を増加
させることは社会的ニーズがある。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

第３者委員会の助言をもとに、効果的かつ効率的な事業と
するとともに、執行にあたっては企画競争等を実施するな
ど、費目・使途の適正化を図った。

○

改善の
方向性

効果的な事業の実施に向け、各地域で実施される事業ごとにＰＤＣＡサイクルを回し詳細の効果測定を行いながら、引き続き適切な予算執行
に努めていく。

テーマ性・ストーリー性を持った一連の魅力ある観光地を効率良く回って、訪日外国人旅行者の満足度を高め、地方への訪日外国人旅行者の
誘客を図る広域観光周遊ルートの形成は極めて重要である。昨年度、各地域において全国的な新目標を踏まえた目標を再設定したところ、新
たな事業目的の達成に向けて適切な予算執行を実施する。

○

本事業の成果を、各地域における訪日外国人旅行者のニー
ズに即したテーマ性・ストーリー性を持った広域観光周遊
ルートの形成促進に活用している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

観光庁においては外国人が広域に周遊するルートの形成を
図る事業を対象としており、都市局においてはルート形成に
向けた歴史的風致維持向上計画認定都市の歴史・文化を活
用した事業を対象としている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

企画競争等を実施し、効果的な事業の実施を図った。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

対象市場のニーズを的確に把握するとともに、地域の実情を
踏まえた訪日外国人誘客の高度な知見を必要とするため、
企画競争を実施した。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

訪日外国人旅行者を地方へ誘導するため、広域観光周遊
ルートを形成することは必要かつ適切な事業である。

第３者委員会の助言をもとに、効果的かつ効率的な事業と
するとともに、執行にあたっては企画競争等を実施するな
ど、費用水準の適正化を図った。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

第３者委員会の助言をもとに、効率的かつ効果的な事業と
するため、地域が効果的かつ効率的に取り組むための助言
等を行った。

成果目標の達成に向け、順調な推移をみせている。

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

成果目標の達成に向け、順調な推移をみせている。

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

観光地域づくりに関する専門家の派遣にあたり、地域のニー
ズを満たす適切な専門家の選定・審査に想定以上の時間を
要し、派遣実施期間が短くなったため。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

広域観光周遊ルート形成に関する地域の実施主体と連携し
て役割分担の上取組むものであり、妥当である。

国
費
投
入
の
必

要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



-

-

0253

-

新27-030

-

248-2平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

外部有識者の所見

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

【平成27年度秋の行政事業レビューにおける指摘事項】
① 海外との競争を意識して、外国人旅行者の目線に立ち、訪日外国人を受け入れる環境の整備や情報発信を行う。
② 当該施策がないときに比べ、施策を行うことでどれくらいの効果があったのかを示すことにより、毎年の進捗状況を適切に見極める。
③ 事業の効果について個々の支援事業毎にPDCAサイクルを回しながら、詳細の効果測定をしていく。
④ 観光地域づくりの主体を支援する「新型交付金」との役割を整理する。
【対応状況】
① マーケティング調査、外国人によるモニターツアー、海外旅行会社の招請等を踏まえ、対象市場の外国人旅行者のニーズなどを盛り込んだ事業計画を各主体
において策定した。
② 平成２８年３月に、「明日の日本を支える観光ビジョン」が策定され、政府全体の観光に関する目標が新たに設定されたことを踏まえ、各実施主体において、外
国人延べ宿泊者数について新たな目標値を設定した。
③ 個別事業についても、②において策定した新たな目標値を踏まえた目標を設定し、ＰＤＣＡサイクルを回しながら、詳細の効果測定を行う。
④ 本事業では、広域観光周遊ルートの取組を支援することとした。

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

観光庁

１，３５５百万円

広域観光周遊ルート形成促進に取組む地域間
の連携促進及び広域的な課題への取組に対
する支援。

Ａ．地方運輸局等（１０機関）

１，３１４百万円

各地方における広域観光周遊ルート形成促進

に取組む地域間の連携促進及び広域的な課

題への取組に対する支援。

諸謝金、職員旅費、委員等旅費

５百万円

Ｃ．民間企業（９３社）

１，３１４百万円

広域観光周遊ルート形成に向けた各種取組の
実施。

【企画競争等・請負】

Ｂ．民間企業（５社）

３５百万円

広域観光周遊ルートの形成に向けた観光地域
づくりに関する専門家派遣の実施。

広域観光周遊ルートの形成に向けた訪日外国
人旅行者の地方誘客に関する基礎調査・分析

【企画競争等・請負】

Ｄ．民間企業（１社）

１２百万円

広域観光周遊ルートの形成に向けた観光地域
づくりに関する専門家派遣にあたっての現地
状況の資料整理の実施。

【再委託】



　チェック

16

事業費

金　額
(百万円）

A.中国運輸局

平成２８年度広域観光周遊ルート形成促進
事業「観光情報等ＰＲパンフレット製作事業」

11

平成２８年度広域観光周遊ルート形成促進
事業「LCC機内広告を活用した台湾プロ
モーション事業」

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

事業費
平成２８年度広域観光周遊ルート形成促進
事業「訪日外国人旅行者の宿泊実態調査
事業（せとうち・海の道）」

11

事業費

事業費
平成２７年度〔補正〕広域観光周遊ルート緊
急形成促進事業「広島広域都市圏ＰＲ映像
制作事業」

20

事業費

事業費
平成２８年度広域観光周遊ルート形成促進
事業
山陰インバウンド観光実態調査事業

10

12

事業費

事業費
平成２８年度広域観光周遊ルート形成促進
事業「『せとうち・海の道』情報発信強化事
業」

平成28年度広域観光周遊ルートに関する専
門家派遣事業

38

使　途

事業費

平成２８年度広域観光周遊ルート形成促進
事業「『せとうち・海の道』受入環境調査促進
事業」

32

事業費
平成２８年度広域観光周遊ルート形成促進
事業「滞在コンテンツ拡大に向けた戦略策
定等事業」

B.株式会社JTBコーポレートセールス
金　額

(百万円）

50

費　目 使　途

25

計 220 計 16

事業費
北海道における広域観光周遊ルート形成促
進事業に係る調査業務（観光バス基幹路線
創造のための実証運行事業）

56 事業費
広域観光周遊ルートに関する専門家派遣に
あたっての現地状況の資料整理

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費
平成２８年度広域観光周遊ルート形成促進
事業「『せとうち・海の道』動画情報発信・デ
ジタルマーケティングデータ活用事業」

費　目

平成２８年度広域観光周遊ルート形成促進
事業「外国人観光客の動態調査業務（せとう
ち・海の道）」

C.株式会社ＪＴＢ北海道 D.アクセンチュア株式会社

費　目 使　途

10

13

15

事業費

広域観光周遊ルート形成促進事業（アジア
の宝　悠久の自然美への道　ひがし 北・海・
道）に係る調査業務（ひがし北海道周遊観
光バス実証運行・海外情報発信事業）

17

事業費
北海道における広域観光周遊ルート形成促
進事業に係る調査業務（移動ＷＩＦＩシステム
実証調査事業）

17

事業費

広域観光周遊ルート形成促進事業「アジア
の宝　悠久の自然美への道　ひがし北・海・
道観光プロモーション」（７）公式ＷＥＢサイト
情報発信強化事業

15

事業費

広域観光周遊ルート形成促進事業（アジア
の宝　悠久の自然美への道　ひがし 北・海・
道）に係る調査業務（旅行商品開発事業
Explore the Wonderland Eastern Hokkaido）

事業費

広域観光周遊ルート形成促進事業「アジア
の宝 悠久の自然美への道 ひがし北・海・道
観光プロモーション」（６）来道外国人旅行者
向け情報発信関連事業

3

事業費

広域観光周遊ルート形成促進事業（日本の
てっぺん。きた北海道ルート。）に係る調査
業務（都市間バス・フェリーへのWi-Fi実証実
験・調査事業）

13

事業費

広域観光周遊ルート形成促進事業（日本の
てっぺん。きた北海道ルート。）に係る調査
業務（地域人材育成、インバウンド誘客体制
整備促進事業）

10

事業費
北海道における広域観光周遊ルート形成促
進事業に係る調査業務（マーケティング調査
事業）

7

計 153 計 12

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載



支出先上位１０者リスト

A.

B

中国運輸局

北海道運輸局

四国運輸局

中部運輸局

東北運輸局

近畿運輸局

九州運輸局

関東運輸局

沖縄総合事務局

北陸信越運輸局

株式会社ジェイアー
ル東日本企画

7011001029649

世界に誇れる広域観光周
遊ルート検討委員会第4回
ワーキンググループにおけ
る会場準備・運営補助業務

0.5
随意契約
（少額）

- -

5 - -

- -

4

9

- -

その他

その他

8

7

6

1

-

-

- -

-

10

-

-

-

-

-

-

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

その他

- -

2

3

- -

法　人　番　号

-

- 337

その他

その他

その他

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

広域観光周遊ルート形成
促進事業の実施

広域観光周遊ルート形成
促進事業の実施

広域観光周遊ルート形成
促進事業の実施

広域観光周遊ルート形成
促進事業の実施

広域観光周遊ルート形成
促進事業の実施

2

-

アクセンチュア株式
会社

7010401001556
訪日外国人旅行者の地方
誘客に関する基礎調査・分
析業務

13

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社JTBコーポ
レートセールス

7011101055132
平成28年度広域観光周遊
ルートに関する専門家派遣
事業

16
随意契約

（企画競争）
2

随意契約
（企画競争）

3 -

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ経営研究
所

1010001143390
ICTを活用した訪日外国人
観光動態調査普及事業

4
随意契約

（企画競争）
3 -

6

4

5

株式会社日本能率
協会総合研究所

5010401023057

第５回世界に誇れる広域観
光周遊ルート検討委員会
における会場準備・運営補
助業務

0.8
随意契約
（少額）

- -

株式会社日本能率
協会総合研究所

5010401023057

第４回世界に誇れる広域観
光周遊ルート検討委員会
における会場準備・運営業
務

0.8
随意契約
（少額）

- -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

292

174

153

51

10

7 - -

58

- -

その他135

広域観光周遊ルート形成
促進事業の実施

その他

その他

その他

広域観光周遊ルート形成
促進事業の実施

広域観光周遊ルート形成
促進事業の実施

広域観光周遊ルート形成
促進事業の実施

広域観光周遊ルート形成
促進事業の実施

100



C

D

アクセンチュア株式
会社

7010401001556
広域観光周遊ルートに関
する専門家派遣にあたって
の現地状況の資料整理

12
随意契約
（その他）

- -

株式会社Ｊプロ
デュース

9120001064800
四国インバウンド商談会２
０１６開催事業　等

45
随意契約

（企画競争）
- -

一般社団法人北海
道開発技術センター

2430005010809

広域観光周遊ルート形成
促進事業（日本のてっぺ
ん。きた北海道ルート。）に
係る調査業務（外国人旅行
者受入環境基盤調査、外
国語表記（統一表記リスト）
整備事業）　等

33
随意契約

（企画競争）
- -

株式会社ＪＴＢ東北 3370001005314 広告宣伝事業　等 63
随意契約

（企画競争）
- -

株式会社中国四国
博報堂

7240001015644

平成２８年度広域観光周遊
ルート形成促進事業「『せと
うち・海の道』動画情報発
信・デジタルマーケティング
データ活用事業」　等

58
随意契約

（企画競争）
- -

株式会社三菱総合
研究所

6010001030403
「昇龍道」マーケティング調
査・戦略策定業務　等

55
随意契約

（企画競争）
- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社ぐるなび 1010001034565

北海道における広域観光
周遊ルート形成促進事業
に係る調査業務（食の魅力
による情報発信事業）　等

67
随意契約

（企画競争）
- -

3

4

1

2

株式会社JTB北海道 5430001007087

北海道における広域観光
周遊ルート形成促進事業
に係る調査業務（観光バス
基幹路線創造のための実
証運行事業）　等

153
随意契約

（企画競争）
- -

7

8

5

6

株式会社ＪＴＢ中国
四国

2240001016721
「海外旅行会社等招請」事
業　等

55
随意契約

（企画競争）
- -

9

10

ネットイヤーグルー
プ株式会社

5010401094866

平成２８年度広域観光周遊
ルート形成促進事業「『せと
うち・海の道』情報発信強
化事業」

38
随意契約

（企画競争）
3 99.8％

株式会社日本旅行 1010401023408

平成２８年度広域観光周遊
ルート形成促進事業「LCC
機内広告を活用した台湾プ
ロモーション事業」　等

51
随意契約

（企画競争）
- -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）



別紙１

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

宿泊旅行統計調査
広域観光周遊ルート形成計画

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

北海道観光入込客数調査
広域観光周遊ルート形成計画

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

宿泊旅行統計調査
広域観光周遊ルート形成計画

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

宿泊旅行統計調査
広域観光周遊ルート形成計画

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

宿泊旅行統計調査
広域観光周遊ルート形成計画

- 3,685 4,483

- - - 7,631 10,261

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

【山陰ルート】
平成32年において、当該地
域における外国人延べ宿
泊者数を400千人泊とする。

外国人延べ宿泊者数（暦
年）（鳥取県、島根県）

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

【沖縄ルート】
平成32年において、当該地
域における外国人延べ宿
泊者数を10,261千人泊とす
る。

外国人延べ宿泊者数（暦
年）
（沖縄県）

成果実績

目標値 千人泊

千人泊

達成度 ％

目標値

成果実績

％

- 3,111 3,550

- -

千人泊

千人泊

単位

- 146 155

- - -

- 6,500 8,700

- -

- - -

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

【きた北海道ルート】
平成32年において、当該地
域における外国人延べ宿
泊者数を570千人泊とする。

外国人延べ宿泊者数（暦
年）
（宗谷・上川・留萌・空知・石
狩振興局)
※上記より、旭川市・上川
町・美瑛町・上富良野町・富
良野市・中富良野町・南富
良野町・占冠村・札幌市を
除く。

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

【関東ルート】
平成32年において、当該地
域における外国人延べ宿
泊者数を8,700千人泊とす
る。

外国人延べ宿泊者数（暦
年）
（福島県、茨城県、栃木県、
群馬県、新潟県、山梨県、
長野県）

成果実績

目標値 千人泊

千人泊

達成度

目標値 千人泊

成果実績 千人泊

単位

- 205

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

【四国遍路ルート】
平成32年において、当該地
域における外国人延べ宿
泊者数を1,250千人泊とす
る。

外国人延べ宿泊者数（暦
年）
（徳島県、香川県、愛媛県、
高知県）

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

【九州温泉ルート】
平成32年において、当該地
域における外国人延べ宿
泊者数を11,934千人泊とす
る。

外国人延べ宿泊者数（暦
年）
（福岡県、佐賀県、長崎県、
熊本県、大分県、宮崎県、
鹿児島県）

成果実績

目標値 千人泊

千人泊

達成度 ％

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

宿泊旅行統計調査
広域観光周遊ルート形成計画

8,301 11,934

目標値 千人泊

成果実績 千人泊

単位
32 年度

26年度 27年度 28年度
中間目標

- 5,529 5,759

- - -

目標最終年度

30 年度

- 442 645

- - - 930 1,250

- - -

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

30 年度 32 年度

- -

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

30 年度 32 年度

-

400 570

- - -

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

30 年度 32 年度

-

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

30 年度 32 年度

400

- - -

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

30 年度 32 年度

300

- - -



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

国内旅行需要促進対策庁
費

職員旅費

諸謝金

委員等旅費

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 0241

観光立国、地方創生

29年度当初予算

266

4

0.1

0

270 0

観光ビジョン実現プログラム

-

270

関係する計画、
通知等

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 290 346 270 0

245 325

執行率（％） - 84% 94%

平成２７年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

地域の伝統文化、美しい自然、歴史的景観、豊かな農山漁村、魅力ある食文化等の地域資源を磨き上げ、魅力あふれる観光地域づくりを進めるため、単一の市
町村・観光協会・交通事業者等により構成される協議会を対象とし、着地型旅行商品の造成や名産品開発などを支援する。

前年度から繰越し - - 50

-

補正予算

予備費等

当初予算 296

-

27年度

各地域の関係者の官民連携による体制づくりやPDCAサイクルの整備及びそれに基づく地域の魅力を高める取組を実施する観光地域づくりのモデル的な事例と
なる地域が実施する取組に必要な経費の総額の2分の１以内の金額について支援を行う。（支援の例：マーケティング調査、着地型旅行商品の造成、地域の農産
品等を活かした名産品の開発、造成した旅行商品のセールス　等）

- -

-

- -

-

-

地域資源を活用した観光地魅力創造事業 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 観光地域振興課 課長　後藤　貞二

事業名

会計区分

29年度

50

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

▲ 50

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

290

実施方法

26年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

観光立国推進基本法
第12～第14条

主要政策・施策

一般会計

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! 72% 110%



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

成果実績

目標値

達成度 ％

達成度 ％

施策 ２０　観光立国を推進する

政策 ６　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

測
定
指
標

実績値 兆円 18.5

単位

日本人国内旅行消費額

26年度

26年度

- 30 46

年度

年度31

31 年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

- 539,341 61,017 -

- 532,780 -

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- 100.6

123,621

124,347 32,417

31,527

102.8 -

-

-

達成度

-

-

-

年度

35,943

- 101.2 151.2 -

40,353 48,369

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本業務を通じて地域の観光資源を磨き上げ、その魅力を発信することで、本施策における目標の達成に寄与する。

- 32
定量的指標

20.4

ＫＰＩ
（第一階層）

改革
項目

分野： -

-

27年度

325,130,072/46

- 31 45

千人回

選定地域が設定した旅行消
費額の目標値を上回ること

旅行消費額
※27年度：13地域
※28年度：9地域（うち27年
度補正分2地域を含む）
※目標最終年度：28年度事
業に関するもの

成果実績 百万円

目標値

成果実績

目標値

成果指標 単位

千人回成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

年度 年度

成果指標 単位

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

単位

予算執行額／採択地域数

単位当たり
コスト

27年度 28年度

入込客数
※27年度：27地域
※28年度：22地域（うち27年
度補正分4地域を含む）
※目標最終年度：28年度事
業に関するもの

百万円

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

選定地域が設定した観光入
込客数の目標値を上回るこ
と

定量的な成果目標

年度

20.9 -

目標値 兆円

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

％

単位

地域

245,386,257/30

達成度 ％

計画開始時

採択地域数
※28年度：27年度補正予算分11地域を含む

28年度 29年度

269,789,000/33

29年度活動見込

- 8,179,542 7,068,045

活動実績

28年度

円

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

地域

計算式 　　/

8,175,424

26年度 27年度 28年度

- -

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

21

目標最終年度

- -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

27年度採択地域へのヒアリング
28年度実績報告書

29年度
活動見込

30年度
活動見込

33

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

27年度採択地域へのヒアリング
28年度実績報告書

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

28年度の観光入込客数、旅行消費額について成果実績が目
標値を上回っている。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

地域の実情を踏まえ、効率的かつ効果的な事業とするため
に、取組地域へのヒアリングなど連携を取りながら、事業を進
めている。

28年度の観光入込客数、旅行消費額について成果実績が目
標値を上回っている。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

多様な地域づくりの取組と観光振興の取組を連携し、地域の
観光資源を世界に通用するレベルまで磨き上げることは、必
要かつ適切な事業である。

単位あたりのコストは、地域によって異なるものの、有識者委
員会を経て金額を設定しており、水準は妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

有

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

業者選定においては、運輸局による企画競争を基本としてお
り、適正に選定している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

「地域資源を活用した観光地魅力創造事業」の支援対象とな
らない事業については、「地方創生推進交付金」の対象になり
得る。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

地域の事業計画に沿ったものに限定されている。

○

改善の
方向性

得られた成果を活用し、地域の魅力を磨き上げ、発信できるようにしていく。
なお、業者選定においては、引き続き運輸局に対し、企画競争を基本として適正な執行を促していく。

本事業により、各地域におけるマーケティング調査が実施された。また、各地域で着地型旅行商品の開発や観光地を周遊する二次交通の実証検
証など、今後の観光地域づくりに資する成果が得られた。
業者選定においては、運輸局による企画競争を基本としており、適正に選定することができた。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

各地域の多様な地域づくりの取組と連携し、交流人口及び旅
行消費を拡大することは社会的ニーズが高い。

地域の多様な取組を糾合し、一体となって取り組むモデル的
な地域の形成を促進するためには、国の関与が必要である。

○

0030

○

内閣府

事業番号 事業名所管府省名

地方創生推進交付金



【平成27年度秋の行政事業レビューにおける指摘事項について】
１．進捗状況の管理と効果測定をしていくことが必要である。
２．観光地域づくりの主体（DMO）を支援する「新型交付金」との役割を整理する必要がある。
【対応状況】
１．ＰＤＣＡサイクルを強化する観点から、3月に各取組の進捗状況、成果、入込客数などの目標とその達成率、課題等について調査を行った。
２．「地方創生推進交付金（新型交付金）」との役割分担を踏まえ、複数自治体による協議会等を除外の上、単独自治体による協議会に支援対象を限定し、平成28年
度分の魅力創造事業の公募を行った。
【平成28年度　自民党　行政改革推進本部　行政事業レビューチーム　提言】
事業の成果が不透明であるほか、地方創生の交付金との関係や国・地方・民間の役割分担等から、国が延々と支援すべき事業ではないが、終期(観光地域ブランド
確立支援事業の新規採択期間を4年に限るとすれば、魅力創造事業の新規採択も平成27年～平成30年の4年が限度)を特定した上で、消極的アウトカム指標や支援
対象経費等を適切に見直し、要求額の縮減を図るべき。その上で、既存の支援先に対する3年を限度とする支援期間終了後は事業廃止すべきである。
【対応状況】
○事業終了後の地域の自立を促す観点から、平成29年度事業において、情報発信・受入環境整備事業等に係る事業から旅行商品造成等に係る事業に支援対象を
重点化し、引き続き事業内容を精査する。
○事業の成果が不透明であるとの指摘を踏まえ、目標設定に関して、公募要領に観光入込客数、訪日外国人旅行客入込客数、旅行消費額についての設定を必須
にする旨を記載した。

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

行政事業レビュー推進チームの所見

平成28年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成24年度

外部有識者の所見

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

-

-

255

-

新27-032

-

新27-0028



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

観光庁

３２５百万円

事業方針の決定、事業全体の総括

諸謝金、職員旅費、委員等旅費

０．３百万円

Ａ．地方運輸局等

３２５百万円

各地方において、地域の観光資源を世界に通用するレベ
ルまで磨き上げるため、多様な地域づくりの取組と連携し、
地域が実施する各種取組を包括的に支援する。

Ｂ．民間企業等

３２２百万円

地域の観光資源を世界に通用するレベルまで磨き上げる
ため、地域づくりのための計画策定、マーケティング及び
地域の魅力を高めるための各種取組を実施する。

【企画競争】

職員旅費、国内旅行需要促進対策庁費

２．５百万円



　

支出先上位１０者リスト

A.

地域資源を活用し他観光地
魅力創造事業

地域資源を活用し他観光地
魅力創造事業

地域資源を活用し他観光地
魅力創造事業

地域資源を活用し他観光地
魅力創造事業

地域資源を活用し他観光地
魅力創造事業

32

48

45

41

10

0.2

0.1

29

34

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

地域資源を活用し他観光地
魅力創造事業

地域資源を活用し他観光地
魅力創造事業

地域資源を活用し他観光地
魅力創造事業

地域資源を活用し他観光地
魅力創造事業

地域資源を活用し他観光地
魅力創造事業

2

3

法　人　番　号

-

- 81

10

-

-

-

-

-

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

-

-

6

1

8

7

5

4

9

3

9

事業費
川南パーキングエリアを活用した川南町への
誘客検討事業

費　目

日田市における観光資源を活用した交流人
口の拡大及び地域経済への波及効果に関す

計 80 計 41

費　目 使　途

14

大分市西大分地区の魅力向上及び市内周遊
促進・インバウンド受入環境検討事業

15 事業費 9

14

事業費
長崎市の世界遺産等関連資産を活用した観
光地の魅力創造に関する調査事業

B.（株）ケー・シー・エス九州支社
金　額

(百万円）

5

長崎市の世界遺産等関連資産を活用した観
光地の魅力創造に関する調査事業

事業費
通年型観光実現に向けた有田焼創業400年
祭イベント検証事業

大分市西大分地区の魅力向上及び市内周遊
促進・インバウンド受入環境検討事業

3 事業費

使　途

事業費

薩摩川内市のサムライツーリズムを軸とする
インバウンド誘客促進検討事業

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）
事業費

熊本市における熊本地震からの観光復興
ツーリズムに関する調査検討業務

9

熊本市における熊本地震からの観光復興
ツーリズムに関する調査検討業務

事業費

事業費
日南市におけるクルーズ船客受入れに向け
たインバウンド受入環境整備調査検証事業

10

事業費

事業費
宗像市における観光マーケティング調査及び
観光消費拡大策検証事業

5

3

事業費

金　額
(百万円）

A.九州運輸局

事業費
日田市における観光資源を活用した交流人
口の拡大及び地域経済への波及効果に関す

通年型観光実現に向けた有田焼創業400年
祭イベント誘客促進事業

7

事業費

15

九州運輸局

中国運輸局

北陸信越運輸局

関東運輸局

北海道運輸局

中部運輸局

近畿運輸局

四国運輸局

東北運輸局

沖縄総合事務局

チェック



B

14

15

12

13

一般財団法人長野経
済研究所

8100005010828
着地型ツアーの造成等によ
る観光客の周遊促進調査
事業

7
随意契約

（企画競争）
1

18

19

16

17

（株）ケー・シー・エス 3011101040658

『いまだけ・ここだけの「八ッ
場ダム」インフラツーリズ
ム』～花豆とダムカレーを外
国人にも～事業

4
随意契約

（企画競争）
1

（株）オリエンタルコン
サルタンツ　九州支
店

4011001005165

『上野村　農山村体験交流
観光の推進』～美しい自然
の恵みと村民１，３００人に
よるおもてなし～事業

2
随意契約

（企画競争）
2

6

7

4

5

（株）ケー・シー・エス
九州支社

3011101040658

日田市における観光資源を
活用した交流人口の拡大及
び地域経済への波及効果
に関する調査事業

3
随意契約

（企画競争）
4

10

11

8

9

（株）JTB北海道 5430001007087

「地域資源を活用した観光
地魅力創造事業」『「食・農・
野」融合型の体感・滞在型
ツーリズムの推進　～ダイ
ナミックな帯広エリアで感動
の瞬間（とき）を』に係る調
査業務

7
随意契約

（企画競争）
1

（株）新日本海新聞社 5270001000307

平成２８年度地域資源を活
用した観光地魅力創造事業
「鳥取県倉吉市復興応援イ
ベント開催請負業務」

12
随意契約

（企画競争）
4

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）ケー・シー・エス
九州支社

3011101040658

大分市西大分地区の魅力
向上及び市内周遊促進・イ
ンバウンド受入環境検討事
業

15
随意契約

（企画競争）
3

随意契約
（企画競争）

1

（株）ケー・シー・エス
九州支社

3011101040658
熊本市における熊本地震か
らの観光復興ツーリズムに
関する調査検討業務

9
随意契約

（企画競争）
1

2
（株）ケー・シー・エス
九州支社

3011101040658
長崎市の世界遺産等関連
資産を活用した観光地の魅
力創造に関する調査事業

14

4290001025518

平成２８年度地域資源を活
用した観光地魅力創造事業
「防府市における着地型旅
行商品造成及び観光情報
一元化のための事業」

7
随意契約

（企画競争）
1

一般財団法人長野経
済研究所

（株）JTB北海道

（株）新日本海新聞社 5270001000307

平成２８年度地域資源を活
用した観光地魅力創造事業
「鳥取・倉吉震災復興メッ
セージ等震災復興支援業
務」

5
随意契約

（企画競争）
4

5430001007087

「地域資源を活用した観光
地魅力創造事業」『Super
Fantastic　KUSHIRO』～世
界トップクラスの自然に抱か
れ自然と共生文化を体感す
るカムイの休日～「釧路市
観光マーケティング・ＷＥＢ
サイト整備事業」

9
随意契約

（企画競争）
3

イデアパートナーズ
（株）

イデアパートナーズ
（株）

4290001025518
通年型観光実現に向けた
有田焼創業400年祭イベン
ト誘客促進事業

8
随意契約

（企画競争）
1

KPIを意識した誘客促進事
業

8
随意契約

（企画競争）
1

（株）オリエンタルコン
サルタンツ　九州支
店

4011001005165
薩摩川内市のサムライツー
リズムを軸とするインバウン
ド誘客促進検討事業

9
随意契約

（企画競争）
3

（株）ケー・シー・エス

8100005010828

（株）ドーコン 5430001021765

「地域資源を活用した観光
地魅力創造事業」『「１８０年
の時を紡ぐ、今を生きる観
光まちづくり」～伝統神事で
願う新しい人生（たび）のは
じまり～』に係る調査業務

10
随意契約

（企画競争）
2

（株）地域経済研究所 2120001084284

日南市におけるクルーズ船
客受入れに向けたインバウ
ンド受入環境整備調査検証
事業

4
随意契約

（企画競争）
1

3011101040658
温泉宴会文化と豊かな自然
が織りなす東京の奥座敷体
験事業

8
随意契約

（企画競争）
1

（株）リクルートホー
ルディングス

5010001060426
豊田市の魅力を体感できる
体験・滞在型プログラム造
成事業に係る請負契約

10
随意契約

（企画競争）
4



（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! #DIV/0! 45%

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
観光立国推進基本法第１５条

主要政策・施策

-

実施方法

26年度

観光人材育成支援事業 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室
産業政策参事官室
観光資源課

参事官　黒須　卓
課長　蔵持　京治

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

観光産業において国際競争に伍していくトップレベルの経営人材を創出するための取組として、一橋大学及び京都大学の大学院段階における観光MBAの平
成30年度設置・開学に向けて、産学官のワーキンググループを開催し意見交換を実施。また、地方の旅館・ホテルの経営を担う中核人材の育成・強化のため
の取組として、平成28年度は小樽商科大学・和歌山大学及び大分大学において、産学連携の社会人向けの講座を実施。今後も本取組を継続し全国に展開。
また、DMOの人材育成に関しては、平成28年度に基礎プログラムを策定し、研修を実施したところ。今後は本プログラムのブラッシュアップを図るとともに、応
用プログラムの策定も進めていく。

- -

-

- -

- -

-補正予算

予備費等

当初予算 365

-

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

観光産業における、経営及び実務に係る人材の質と量両面での不足を解消し、高まるインバウンドのニーズに対応できるよう、国際競争力を強化する。特
に、地方における観光産業の中心となる旅館・ホテルの宿泊業に携わる人材を育成し、地域活性化につなげる。また、教育機関における観光人材育成の取
組について、今後、自立的且つ持続的に実施できるよう、モデルとなるしくみを全国に発信することを目的とする。また、観光地経営という視点で観光地域づく
りの推進を担う組織（ＤＭＯ）における中核的な人材を育成することを目的とする。

前年度から繰越し - -

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 365 370 0

- 163

執行率（％） - - 45%

-

-

明日の日本を支える観光ビジョン
観光ビジョン実現プログラム

- -

370

関係する計画、
通知等

0.9

0.8

0.7

370 0

事業番号 　 0242

観光立国、地方創生

29年度当初予算

368

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

観光振興調査費

職員旅費

委員等旅費

諸謝金

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求



　

登録されているすべての日
本版ＤＭＯを対象とした研
修の実施

DMO人材育成プログラムを
活用した研修参加者数

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「宿泊旅行統計調査」（観光庁）、「営業状況等統計調査」（日本旅館協会）、「労働生産性の国際比較」（日本生産性本部）、「経済センサス活動
調査」（総務省）、「人手不足に対する企業の動向調査」（帝国データバンク）、「雇用動向調査」（厚生労働省）
⇒労働生産性の低さ、収益性の低さなどの経営面、離職率の多さ、人手不足、インバウンド対応などの実務面における課題を克服し、地域の
観光産業を担う人材を育成するのためには面的な対応が必要なため、全国１０大学での産学連携による教育プログラム実施を目指す

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
日本版ＤＭＯの登録法人数（平成29年5月現在）

チェック

29年度
活動見込

30年度
活動見込

6

-

29年度
活動見込

30年度
活動見込

1

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「宿泊旅行統計調査」（観光庁）、「営業状況等統計調査」（日本旅館協会）、「労働生産性の国際比較」（日本生産性本部）、「経済センサス活動
調査」（総務省）、「人手不足に対する企業の動向調査」（帝国データバンク）、「雇用動向調査」（厚生労働省）
⇒労働生産性の低さ、収益性の低さなどの経営面、離職率の多さ、人手不足、インバウンド対応などの実務面における課題を克服し、地域の
観光産業を担う人材を育成するためには面的な対応が必要なため、全国２大学での観光MBA開学を目指す

単位当たり
コスト

単位

総事業費／DMO人材育成プログラム数

定量的な成果目標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

百万円

活動指標

計算式
　　百万円/
大学数

- 0 1

観光産業の中核人材を育成するための教育プログラム
の実施大学数

算出根拠

活動指標

1

29年度活動見込

- 25 15

28年度

- -

百万円

活動実績 箇所

当初見込み 箇所

　　百万円/
プログラム
数

26/1

％

達成度 ％

26年度

25/1

- - 20 26

計算式 -

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

人

全国２大学での観光産業
経営人材育成のための観
光MBAの設置・開学

定量的な成果目標

人

観光MBAの設置校数

目標値

成果指標 27年度

成果実績

箇所

成果指標 単位

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

29

単位

総事業費／産学連携による教育プログラムの実施大学
数

単位当たり
コスト

28年度
中間目標

--

単位

27年度 28年度

単位当たり
コスト

達成度

成果実績

目標値

成果指標 単位

箇所
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 箇所

全国１０大学での観光産業
中核人材育成のための産
学連携による教育プログラ
ムの実施

当該プログラムを実施する
新規大学数

成果実績 箇所

目標値

26年度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

単位

DMO人材育成プログラム数
活動実績

当初見込み

-

27年度

46/3

目標最終年度

- - - - 145

年度

2

- - - -

-

-

20/1

10

29年度活動見込

年度

0 0 0 -

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

0 0

-

- -

-

-

達成度

0

-

-

年度 年度32

32 年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

0 1 2 -

- - -

-

--

26年度

- - -

26年度 27年度

27年度 28年度

- 1 3

26年度

28年度



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

4,000

目標最終年度

目標年度

- 年度 32

- -- -

目標値

中間目標

年度

計画開始時
28年度 29年度

万人 837

単位 26年度

単位

27年度

年度

2,404 -

目標値 万人

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

28年度
中間目標

27年度 28年度

1,426 -

年度

32

年度

-

1,947

2 3.5 3.7 -

目標値 兆円 -

万人泊実績値

-

- 年度

定量的指標
年度

万人泊 -

8

7,000

- 21

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

1,159

定量的指標 単位 26年度

地方部での外国人延べ宿泊者数

改革
項目

分野： -

- -

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業により、宿泊施設の経営力向上が期待され、宿泊受入能力の拡大に伴い、宿泊者数の増加をはじめとする旅行者数の増加や外国人リピー
ター数の増加、及びそれに伴う旅行消費額の増加に寄与できる。

- 32
定量的指標

ＫＰＩ
（第一階層）

-

- -

年度
26年度

-

目標年度

- 年度 32 年度

- 2,400目標値 万人

年度

中間目標

28年度
中間目標 目標年度

-

実績値 万人 1,341

単位

1,575 2,514 2,845

中間目標 目標年度

目標値

訪日外国人旅行者数

- -

訪日外国人旅行消費額

実績値 兆円

中間目標 目標年度

施策 ２０　観光立国を推進する

政策 ６　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

兆円 18.4 20.4 21 -

-

外国人リピーター数

実績値

年度

目標値 兆円 - - -

32 年度

日本人国内旅行消費額

実績値

27年度

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



事業番号 事業名所管府省名

○

産業界及び自治体が単体で本事業を行うことは難しく、国が
産学連携の下、場合によっては自治体も巻き込みながら実
施し、全国へ普及させるためのモデルを確立することは適切
である。

○

評　価項　　目

観光産業を我が国の成長に資する基幹産業とし、更に高い
レベルの観光立国を目指すために観光産業の担い手の育
成は必須である。国が主導して、産学連携による人材育成
の自立的・持続的なしくみを促進する必要があり、事業の目
的は適当である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

観光産業を担う人材の育成を目的とした大学への支援等、
真に必要な事業に限定しており適正である。

○

改善の
方向性

上述の点を踏まえつつ、事業の効率性や有効性を確保しながら最大の効果を生むことができるように努めていく。

宿泊施設の経営面をはじめとする観光産業の人材育成は喫緊の課題であるが、産学連携により作成された教育プログラムを実施する大学数
や受講者数が年々増加しており、地方部も含めて着実に事業効果が浸透しており、さらに有識者の知見を取り入れることで事業実施の効果を
さらに高めている。また、ＤＭＯを担う人材育成については、基礎プログラムを策定し、本格実施にむけた研修を試行することができた。

‐

産学連携による経営・中核人材育成については、平成27年
度及び平成28年度に地方の大学において構築した教育カリ
キュラムモデルのブラッシュアップを図りつつ、今後も全国に
展開していく予定であり、十分に活用され始めている。また
DMOに関しても、本年度策定した基礎プログラムはブラッ
シュアップを図りつつ、H29以降実践力を養成するための研
修を本格実施することとしている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

産業界及び大学と連携を図って教育プログラムの作成を
行っており、有識者の知見を活用して行政単独では為し得な
かった効果的な事業実施が可能になっている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

３事業ともに企画競争により事業者募集を行っており、うち１
事業については一者応募となったが十分な公示期間を確保
しており適切である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

観光産業における産学連携の人材育成は喫緊の課題であ
り、優先度の高い事業である。

観光産業の中核人材を育成するための教育プログラムの実
施については、地方において受講者も十分集まり、経営人材
育成に一定程度効果を得られたことから単位当たりのコスト
は妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

地方の大学において実施した教育プログラムについては、
前年度よりも受講者数を着実に増やすことができた。また全
DMOに対して研修開催の案内をしたところ、全国各地から受
講者が集まった。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

産学連携により地方の大学において実施した教育プログラ
ムについては、前年度よりも受講者数を着実に増やすことが
できた。また、ＤＭＯを担う人材育成研修についても、基礎プ
ログラムを策定し、研修を試行することができた。

点
検
・
改
善
結
果

‐

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

事業の面的な効果を生むため、実施箇所数について地域バ
ランスを考慮して複数箇所を見込んでいたが、実施に向けた
調整の中で、当面の受入体制等の理由により実施箇所数が
少なくなったため。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



-

-

256

-

-

-

新27-0029平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

外部有識者の所見

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【随意契約（企画競争）】 【随意契約（企画競争）】

【随意契約（企画競争）】

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

観光庁

１６３百万円

Ａ. 民間企業１社

１１２百万円

Ｂ. 国立大学法人 小樽商科大学

３０百万円

平成30年度の「観光ＭＢＡ」の設置・開学に

向けたカリキュラムの検討のため、産学官の

ワーキンググループの開催、広報周知、ＭＢ

Ａ事業実施大学及び中核人材育成事業実

施大学に対する調査研究の支援

平成27年度から引き続き、宿泊施設の次世代

経営幹部を対象とした、財務やマーケティング

等の社会人向け講座を実施。新規実施大学に

対し、ノウハウを提供

職員旅費

０．４万円

委員等旅費

０．２百万円

Ｃ. 公益社団法人日本観光振興協会

２０百万円

ＤＭＯにおける中核的な人材を育成するため、

戦略策定・マーケティング等を含む基礎プログ

ラムを策定し、研修を実施



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社　日本経済
新聞社

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

12

金　額
(百万円）

A. 株式会社日本経済新聞社

フォローアップ研修実施経費

1

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

ケース教材開発及び改訂

観光ＭＢＡワーキンググループ開催経費 2 大学間連携経費

3

事務局経費 事務経費

コーディネーター、補佐員に係る人件費・旅
費

27 事業実施経費

使　途

事業実施経費

広報周知経費

4

22 4

4

人件費、旅費

B. 国立大学法人　小樽商科大学
金　額

(百万円）

54

ブラッシュアッププログラム実施経費

2

費　目 使　途

7

計 112 計 30

事業費
DMOを担う人材育成プログラム策定・研修
実施

20

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

その他（打ち合わせ旅費、E-learning等）

事務局経費
人材育成事業実施大学における調査研究
費

費　目

C. 公益社団法人日本観光振興協会 D.

費　目 使　途

インターンシップ連携

計 20 計 0

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

2 99.9％

法　人　番　号

3010001033086 112

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
人材育成事業実施大学へ
の支援、広報周知

99.9％1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

国立大学法人　小樽
商科大学

9430005008078
社会人向け教育プログラム
の実施

30
随意契約

（企画競争）
1 -

1
公益社団法人日本
観光振興協会

7010005003668
ＤＭＯの人材育成のための
基礎プログラムを実施

20
随意契約

（企画競争）
2 99.6％

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! - 27%

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
観光立国推進基本法第17条

主要政策・施策

-

実施方法

26年度

訪日外国人旅行環境整備事業 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業開始年度

委託・請負、補助

担当課室 参事官（外客受入） 参事官　原田　修吾

事業名

会計区分

29年度

1,018

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

▲ 1,018

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

訪日外国人旅行者の訪問時・滞在時の利便性向上を図り、世界最高水準の観光拠点の整備を加速化させるため、観光拠点情報・交流施設等の整備・改良、
クルーズ船受入環境整備、交通施設のバリアフリー化等の推進、宿泊施設のインバウンド対応、交通系ＩＣカード導入等の推進などハード・ソフト両面での多
様なインバウンド対応を支援する。

15,500 -

-

- -

▲ 12,362 -

-補正予算

予備費等

当初予算 8,000

12,3621,018

-

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

訪日外国人旅行者4,000万人、6,000万人の実現に向けて、観光に関する様々なインフラ整備とも連携しつつ、ハード・ソフト両面からの受入環境整備を通じて
世界最高水準の観光拠点の整備を加速化させる。

前年度から繰越し - -

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 12,056 20,892 0

0 6,271

執行率（％） - - 52%

・明日の日本を支える観光ビジョン
・観光ビジョン実現プログラム
・観光立国推進基本計画
・未来投資戦略

▲ 100 -

8,530

関係する計画、
通知等

観光立国

7,730

790

10

8,530計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

0

事業番号 0243

30年度要求29年度当初予算

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

訪日外国人旅行者受入環
境整備緊急対策事業費補

助金

観光振興調査費

職員旅費



根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「訪日外国人消費動向調査」出典：観光庁

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「訪日外国人消費動向調査」出典：観光庁

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「宿泊旅行統計調査」出典：観光庁

29年度
活動見込

30年度
活動見込

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「訪日外客数」出典：独立行政法人　国際観光振興機構（日本政府観光局／ＪＮＴＯ）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

計算式 万円／件

26年度 27年度 28年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

単位

万人泊

外国人リピーター数

成果実績

目標値 万人泊

定量的な成果目標

29年度活動見込

- - 258

活動実績

28年度

万円

単位

％

訪日外国人旅行環境整備事業を実施した民間事業者
等の数

地方部での外国人延べ宿
泊者数について、「2020年：
7000万人泊」

達成度 ％

件

-

外国人リピーター数につい
て、「2020年：2400万人泊」

％

万人泊

訪日外国人旅行者数につ
いて、「2020年：4000万人」

定量的な成果目標

成果指標

万人泊

達成度 ％

訪日外国人旅行者数

目標値

成果指標 27年度

地方部での外国人延べ宿
泊者数

成果実績

兆円

成果指標 単位

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

32

単位

補助金交付決定額（万円）／件数

単位当たり
コスト

28年度
中間目標

--

単位 26年度

達成度

成果実績

目標値

成果指標 単位

万人
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 万人

訪日外国人旅行消費額に
ついて、「2020年：８兆円」

訪日外国人旅行消費額

成果実績 兆円

目標値

- - -

-

27年度

541,840/2,098

目標最終年度

- - - - 7,000

年度

32 年度

4,000

- - - -

- 8

年度

1,575 2,514 2,845 -

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

1,974 2,404

-

- -

-

-

達成度

1,341

-

-

年度 年度32

32 年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

- 2,400

- - - -

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

2 3.5 3.7 -

- - -

-

-

- -

26年度 27年度 28年度

837 1,159 1,426

-

--

- - 2,098

26年度

2/8



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

4,000

目標年度

- 年度 32

- -- -

年度

万人 837

単位 26年度 27年度

2,404 -

目標値 万人

28年度
中間目標

27年度 28年度

1,426 -

32

-

2 3.5 3.7 -

目標値 兆円 -

万人実績値

-

- 年度

定量的指標
年度

万人 -

8

7,000

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

1,159

地方部での外国人延べ宿泊者数

1,974

- -

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業により、訪日外国人旅行者の受入環境が向上し、訪日外国人旅行者数やリピーター数の増加、及びそれに伴う旅行消費額や地方部での外
国人延べ宿泊者数の増加が期待できることから、施策目標である「観光立国を推進する」に寄与する。

- 32
定量的指標

- -

年度
26年度

-

目標年度

- 年度 32 年度

- 2,400目標値 万人

年度

中間目標

実績値 万人 1,341

単位

1,575 2,514 2,845

中間目標 目標年度

目標値

訪日外国人旅行者数

- -

訪日外国人旅行消費額

実績値 兆円

施策 ２０　観光立国を推進する

政策 ６　 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

-

外国人リピーター数

実績値

3/8



　繰越額の大半が補正予算を財源とするものであったとこ
ろ、当初予算措置との関連で大きな制度改革を伴うもので
あったこと、事業の実施にあたり、有識者団体等との調整を
要したこと等により、不測の日数を要することとなったため。

-

-

-

-

事業番号 事業名所管府省名

-

○

　訪日外国人旅行者数4,000万人、6,000万人の実現に向け
て、訪日外国人旅行者の受入環境の整備が急務となってい
るところ、満足度を一層高める取組が迅速かつ全国的に進
められ、観光ビジョン等に掲げられた「すべての旅行者が、
ストレスなく快適に観光を満喫できる環境に」との目標を全国
津々浦々で達成できるよう、国としてその取組を支援する必
要がある。

○

評　価項　　目

　訪日外国人旅行者数4,000万人、6,000万人を見据えれば、
これまでの2,000万人時代の課題解決のための取組だけで
は不十分であり、受入環境の整備が急務であり迅速な対応
が求められている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

施策に真に必要なものに対して支出を行っている。

○

改善の
方向性

引き続き、訪日外国人旅行者数の急増に伴う受入環境整備に係る課題解決のため、補助事業及び予算の適正な執行に努める。

訪日外国人旅行者数の急増に伴う受入環境整備に係る課題解決のため、訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補助金交付要綱
等に基づき、適切に事業を執行している。

‐

整備された施設等は供用され、十分に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

　訪日外国人旅行者の要望・不満調査の実施等について
は、企画競争により業者を決定しており、競争性のある方法
により適切に選定している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

同上

　事業者負担もあり、コストについては事業者側においても
削減に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

各年度に必要となる経費を支出している。

　事業実施により、訪日外国人旅行者の受入環境の向上に
寄与するため、成果目標に見合ったものとなっている。

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

補助金の交付について、事業者主体の申請であるため、見
込みを立てることが困難である。

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

　補助対象事業によっては、補助要請時の事前審査の過程
で、補助対象外となったケースや審査後の補助対象となった
施設について、申請者の費用負担の問題で申請を取り下げ
たケースが多数生じたため。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

　補助金に関し、事業費は、国、地方公共団体及び事業者で
負担をしており、受益者との負担関係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

4/8



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

-

-

0257

-

-

-

新28-0029平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

外部有識者の所見

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

観光庁
（6,271百万円）

訪日外国人旅行環境整備

事業

職員旅費

10百万円

Ｃ．地方運輸局等
（303百万円）

「地方ブロック別連絡会」に

おいて地域における受入環

境整備の課題を整理。

Ｄ．民間企業等
（303万円）

地方ブロック別の受入環境

整備に係る課題解決のた

めの調査・検証等の実施。

Ｂ．民間企業等
（539百万円）

訪日外国人旅行者の要望・

不満調査の実施等。

Ａ．補助金交付要綱に定める

補助対象事業者
（5,418百万円）

１．宿泊施設不足対策・旅館等の生産性向上に

ついて、訪日外国人旅行者の急増による宿泊

施設不足に対応するため、旅館等のインバウン

ド対応・地域の空き室情報提供を支援するととも

に、経営者の人材育成と連動して、ＩＣＴを活用し

た旅館・ホテル等の生産性向上の取組みを実施。

２．二次交通対策として、空港、港、鉄道駅、バ

スターミナル等のインバウンド対応を実施。

３．地方での消費拡大に向けた環境整備のため、

訪日外国人旅行者が、全国津々浦々で、安心し

て快適に、滞在、ショッピング、交流・体験を楽し

める環境整備を実施。

【補助】 【企画競争】

【企画競争】
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　チェック

27

金　額
(百万円）

A.神戸電鉄株式会社

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）
20

入国諸手続に要する時間の計測・公表とＣＩ
Ｑ周辺エリアの快適性向上に向けた提言に
関する事業

使　途

補助金

B.日本電気株式会社
金　額

(百万円）

230

費　目 使　途

計 230 計 27

調査費
受入環境整備の課題解消に向けた実証事
業

81 調査費
訪日外国人旅行者の医療分野における受
入体制整備実証事業費

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

調査費訪日外国人旅行環境整備事業

費　目

C.関東運輸局 D.東京海上日動火災保険株式会社

費　目 使　途

計 81 計 20

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載
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支出先上位１０者リスト

A.

B

神戸電鉄株式会社

神戸電鉄株式会社

東京急行電鉄株式
会社

函館バス株式会社

関東鉄道株式会社

西武鉄道株式会社

ＩＲいしかわ鉄道株式
会社

新日本海フェリー株
式会社

北神急行電鉄株式
会社

函館市企業局

1010401023102

国内における訪日外国人
旅行者の受入環境整備に
関するＳＮＳ等を活用した
現状調査・分析調査業務

10
随意契約

（企画競争）
6 - -

イスラム市場からの訪日誘
客・受入れ戦略のための検
討調査事業

15
随意契約

（企画競争）
6 - -

株式会社ミライト

平成28年度無料公衆無線
ＬＡＮスポット認知向上のた
めの「Japan.Free Wi-Fi」シ
ンボルマーク掲出に関する
事業

9
随意契約

（企画競争）
2 - -

ＰｗＣコンサルティン
グ合同会社

株式会社ケー・シー・
エス

3011101040658
貸切バスが利用可能な駐
車場実態調査事業

15
随意契約

（企画競争）
3 - -

1010401023102

ＰｗＣコンサルティン
グ合同会社

5 - -

- -

4

9

- -

補助金等交付

補助金等交付

-

8

7

6

1

5430001050054

7140001015407

- -

-

10

-

7011001016291

1440001001737

8050001009061

4013301006264

7220001018698

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

-

- -

2

3

- -

法　人　番　号

8140001015612

8140001015612 230

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

9000020012025

訪日外国人旅行環境整備
事業（インバウンド鉄軌道
車両）
訪日外国人旅行環境整備
事業（インバウンド鉄軌道
車両）
訪日外国人旅行環境整備
事業（エレベータ設置によ
る段差解消）
訪日外国人旅行環境整備
事業（バスICカードシステ
ムの導入）
訪日外国人旅行環境整備
事業（バスICカードシステ
ムの導入）

2

-

ＰｗＣコンサルティン
グ合同会社

1010401023102
国内における訪日外国人
旅行者の受入環境整備に
関する現状調査・分析業務

25

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

日本電気株式会社 7010401022916

入国諸手続に要する時間
の計測・公表とＣＩＱ周辺エ
リアの快適性向上に向けた
提言に関する事業

27
随意契約

（企画競争）
2 -

随意契約
（企画競争）

8 - -

株式会社三菱総合
研究所

6010001030403

災害時情報発信アプリ
「Safety tips」の機能向上
及びJNTOサイト「Safety
tips for travelers」の改善に
関する事業

20
随意契約

（企画競争）
2 - -

6

7

4

5

凸版印刷株式会社 7010501016231

訪日外国人旅行者受入れ
医療機関の環境整備促進
のためのＪＮＴＯサイト改善
及び医療機関実態調査事
業

15
随意契約

（企画競争）
5 - -

10

8

9

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ

9010601021385 13
随意契約

（企画競争）
6 - -

ＰｗＣアドバイザリー
合同会社

7010001067262
赤坂迎賓館前公園の観光
拠点施設整備・運営事業の
検討調査事業

15
随意契約

（企画競争）
2 - -

2010601040251

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

213

206

147

97

84

81 - -

-103

- -

補助金等交付142

訪日外国人旅行環境整備
事業（ホームドアの設置）

-

-

-

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

訪日外国人旅行環境整備
事業（ICカードシステムの
導入）
訪日外国人旅行環境整備
事業（船内座席の個室寝台
化、船内案内標識の多言
訪日外国人旅行環境整備
事業（インバウンド鉄軌道
車両）
訪日外国人旅行環境整備
事業（ICカードシステムの
導入）

118

訪日外国人旅行者受入を
想定した観光地における公
衆トイレの現況調査事業
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C

D

株式会社ライテック 7011101057995
貸切バスにおける路上混
雑緩和実証事業　舟運によ
る緩和策

14
随意契約

（企画競争）
2 - -

株式会社ＪＴＢ西日
本　インバウンド事業
部

7120001044176
まちなか手ぶら観光利用促
進実証事業費

10
随意契約

（企画競争）
1 - -

株式会社ケー・シー・
エス

3011101040658
貸切バスにおける路上混
雑緩和実証事業（ショットガ
ン方式による緩和策）

10
随意契約

（企画競争）
1 - -

東京海上日動火災
保険株式会社

2010001008824
訪日外国人旅行者の医療
分野における受入体制整
備実証事業費

20
随意契約

（企画競争）
3 - -

株式会社道銀地域
総合研究所

7430001028940
「訪日外国人旅行者受入環
境整備緊急対策事業」決済
環境調査事業

15
随意契約

（企画競争）
1 - -

いであ株式会社　大
阪支社

7010901005494
京都市貸切バス路上混雑
解消のための実証事業費

15
随意契約

（企画競争）
2 - -

中国運輸局 2000012100001
受入環境整備の課題解消
に向けた実証事業

7 - - -

近畿運輸局 2000012100001
受入環境整備の課題解消
に向けた実証事業

62 - - -

北海道運輸局 2000012100001
受入環境整備の課題解消
に向けた実証事業

43 - - -

中部運輸局 2000012100001
受入環境整備の課題解消
に向けた実証事業

16 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

九州運輸局 2000012100001
受入環境整備の課題解消
に向けた実証事業

63 - - -

3

4

1

2

関東運輸局 2000012100001
受入環境整備の課題解消
に向けた実証事業

81 - - -

7

8

5

6

沖縄総合事務局 2000012100001
受入環境整備の課題解消
に向けた実証事業

18 - - -

9

10

東北運輸局 2000012100001
受入環境整備の課題解消
に向けた実証事業

3 - - -

北陸信越運輸局 2000012100001
受入環境整備の課題解消
に向けた実証事業

10 - - -

1

4

5

2

3

株式会社ケー・シー・
エス　九州支社

3011101040658

クルーズ船寄港地における
上質な着地型観光の実現
に向けた調査事業に関す
る請負業務

20
随意契約

（企画競争）
2 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8

9

6

7

株式会社ケー・シー・
エス

3011101040658
着地型旅行商品の普及に
向けた受入環境整備事業

13
随意契約

（企画競争）
2 - -

10
株式会社ケー・シー・
エス　九州支社

3011101040658

宿泊施設等から外国人旅
行者を避難誘導する避難
誘導マニュアル作成のため
の実証事業

10
随意契約

（企画競争）
3 - -

日本アイ･ビー･エム
株式会社

1010001128061
国際手ぶら観光サービス
利用促進に関する実証事
業

10
随意契約

（企画競争）
1 - -
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（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

観光振興調査費

職員旅費

諸謝金

委員等旅費

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 　 0244

観光立国

29年度当初予算

150.5

0.4

0.1

0

151 0

年度30

30 年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

29 年度

- -

- - 9,974

観光立国推進基本計画、観光ビジョン実現プログラム、明日
の日本を支える観光ビジョン

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

-

- 3,106

151

関係する計画、
通知等

達成度

-

29

-

年度

3,475

- -

- 10,472

人

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 70 151 0

68

執行率（％） - - 97%

【街道観光】選定したネット
ワークに係わる地域の入り
込み客数を増加させる

観光入り込み客数

成果実績 万人

目標値

平成２８年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国内外の観光客が全国各地を訪れる動機を与えるため、特定の観光資源に魅せられて日本各地を訪れる「テーマ別観光」のモデルケースの形成を促進し、
新たな旅行需要を創出する。

前年度から繰越し

成果実績

目標値

成果指標 単位

人
成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

70

27年度

同じテーマで観光振興を図る複数地域によるネットワーク化を促進するために、複数地域のネットワークを構築し、このネットワークで共同プロモーション等の
取組を行うとともに、共同シンポジウムの開催や共通マニュアルの作成等を実施する。

外国人観光客数

万人

テーマ別観光による地方誘客事業 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 観光資源課 課長　蔵持　京治

事業名

会計区分

29年度

翌年度へ繰越し

計

28年度

その他の事項経費

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

【エコツーリズム】選定した
ネットワークに係わる施設
の入り込み客数を増加させ
る

実施方法

定量的な成果目標

26年度

％

達成度 ％

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

観光立国推進基本法
第12条～第14条、第23条

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

エコツーリズム地域推進協議会調べ

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - 97%

根拠として用いた
統計・データ名
（出典）

街道観光推進会議調べ

集計中

集計中



☑

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

26年度

- - 7

中間目標 目標最終年度
29 年度

- -

26年度 27年度 28年度

- -

-

-

26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度
29 年度

4,950 5,197

- -

29 年度

- -

年度

30 年度

30 年度

- -

-

目標最終年度

- - - 4,691 4,738

事業所管部局による点検・改善

-

27年度

70百万円/7

％

- - 7

国
費
投
入
の
必
要
性

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

達成度

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

26年度

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

30

‐

万人

目標値

単位

予算額／構築されるネットワーク数

単位当たり
コスト

28年度
中間目標

-

単位

‐

達成度 ％

目標値

成果指標 27年度

観光入り込み客数

成果実績

‐

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

テーマ別観光に取り組む地域がネットワークを形成し、新た
な需要を創出することは、政策目的の達成手段として必要か
つ適切な事業である。

効果的に成果を上げている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

万人

無

604

成果指標

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

万人

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

企画競争により、最も費用対効果の高い支出先が選定され
ている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

【社寺観光】選定したネット
ワークに係わる地域の入り
込み客数を増加させる

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

○

企画競争により、効果的に事業が実施されている。

○

テーマ

-

【明治日本の産業革命遺
産】選定したネットワークに
係わる地域の入り込み客
数を増加させる

観光入り込み客数

成果実績

-

- -

％

構築されるネットワーク数

【酒蔵ツーリズム】選定した
ネットワークに係わる地域
の入り込み客数を増加させ
る

151百万円/13

29年度活動見込

- - 1,000,000

活動実績

28年度

円

単位

-

活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標

単位

万人

万人

観光入り込み客数

成果実績

目標値 万人

達成度

定量的な成果目標

成果指標

テーマ

計算式 　　/

1,161,538

26年度 27年度 28年度

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

単位

定量的な成果目標

580

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

評　価項　　目

複数地域が同じテーマで観光振興の促進を図りたいとの
ニーズがある。

テーマ別観光は広域にわたるものであるため、国が行う必要
がある。

○

○

29年度
活動見込

30年度
活動見込

13

14

-

21

チェック

根拠として用いた
統計・データ名

酒蔵ツーリズム推進協議会調べ

根拠として用いた
統計・データ名

社寺観光地域連携協議会調べ

根拠として用いた
統計・データ名

明治日本の産業革命遺産世界遺産ルート推進協議会調べ

集計中

集計中

集計中



点検結果
点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込みに見合った活動である。

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

行政事業レビュー推進チームの所見

平成28年度

○

関連する過去のレビューシートの事業番号

○
各テーマ毎のネットワーク間での情報共有、異なるテーマ毎
のネットワーク間での情報共有を図ることができた。

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

企画競争により、効果的に事業が実施されている。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

平成29年度事業は、より競争性の高い一般競争入札へ変更する。

テーマ別観光による需要の創出を図るため、適切な事業執行に努める。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

-

-

新28-0019

-

-

-

新28-0030



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　

支出先上位１０者リスト

A.

　

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

テーマ実施者の進捗管理
等の事務局業務及び事業
成果取りまとめ

2

3

4 -

法　人　番　号

0701110155132 68

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

1

テーマ実施者の進捗管理等の事務局業務
及び事業成果取りまとめ

費　目

計 68 計 0

費　目 使　途

B.
金　額
(百万円）

68

使　途

事業費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.(株)JTBコーポレートセールス

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

（株）ＪＴＢコーポレー
トセールス

チェック

チェック

観光庁

68百万円

特定のテーマに魅せられて日本各地を訪れる「テー

マ別観光」により、新たな旅行需要の創出に向け、

A 民間会社（一社）

68百万円

【企画競争入札】

本事業の事務局として７テーマ実施者が行うネット

ワーク構築、ネットワークの戦略策定、共同プロモー

ション、共通マニュアル作成、モデルケースの作成

等に対し事業実施進捗管理、各種分析調査を実施

諸謝金、職員旅費、委員等旅

費0.1百万円



別紙１

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度

年度

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度

- -

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度

-

- - - 192.9 202目標値 万人

成果実績 万人

単位
30 年度

26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

29 年度

-

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

【ロケツーリズム】選定した
ネットワークに係わる地域
の入り込み客数を増加させ
る

外国人旅行者数

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

成果実績

目標値

達成度 ％

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
ロケツーリズム協議会調べ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　   　　　※28年度成果実績は集計中

目標値

成果実績

単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

成果実績

目標値

達成度 ％

単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

成果実績

目標値

達成度 ％

目標値

成果実績

目標値

成果実績

単位 26年度 27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標

達成度 ％

成果実績

目標値

達成度 ％

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）



（ ）

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

-

-

-

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
（一社）九州観光推進機構調べ

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

県

計算式 　　/

-

26年度 27年度 28年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
観光立国推進基本法第２１条

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

-

29年度活動見込

- - 2,576

活動実績

28年度

百万

単位

観光支援交付金の交付対象数
県

-

％

-

地震により減少した宿泊者
数の早期回復を図る

実施方法

26年度

九州観光支援交付金事業 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業開始年度

交付

担当課室 産業政策参事官室 参事官　黒須　卓

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

九州地方の各県が策定した九州観光支援交付金実施計画に基づき要する費用に対して国が交付金を交付する。

- -

-

- -

- -

事業期間（平成２８年７月
～１２月）における宿泊者
数

-

-

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

単位

交付額／交付対象数

単位当たり
コスト

--

-

平成２８年度
事業終了

（予定）年度
平成２８年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

平成２８年熊本地震で被害を受けた九州地方の早期の旅行需要の回復のため、国が交付金を交付することにより、速やかかつ着実な観光再生を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

人
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 人

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 18,030 0 0

- 17,559

執行率（％） - - 97%

- - 7

-

27年度

18030／7

-

-

-

九州の観光復興に向けての総合支援プログラム

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

- 2,719,000

1,500,000

181 -

-

-

18,030 -

- -

関係する計画、
通知等

達成度

-

-

-

年度 年度-

- - 7

26年度

- -

事業番号 0245

観光立国、地方創生

29年度当初予算

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

-

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

-



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

4,000

目標最終年度

目標年度

- 年度 32

- -- -

目標値

中間目標

年度

計画開始時
28年度 29年度

万人 837

単位 26年度

単位

27年度

年度

2,404 -

目標値 万人

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

28年度
中間目標

27年度 28年度

1,426 -

年度

32

年度

-

2 3.5 3.7 -

目標値 兆円 -

万人泊実績値

-

- 年度

定量的指標
年度

万人泊 -

8

7,000

- 21

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

1,159

定量的指標 単位 26年度

地方部での外国人延べ宿泊者数

改革
項目

分野： -

1,974

ＫＰＩ
（第一階層）

-

- -

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業により、九州各県の宿泊者数を初めとする旅行者数の増加が見込まれることが期待され、またそれに伴い、旅行消費額の増加に寄与できる。

- 32
定量的指標

- -

年度
26年度

-

目標年度

- 年度 32 年度

- 2,400目標値 万人

年度

中間目標

実績値 万人 1,341

単位

1,575 2,514 2,845

中間目標 目標年度

目標値

訪日外国人旅行者数

- -

訪日外国人旅行消費額

実績値 兆円

施策 ２０ 観光立国を推進する

政策 ６ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

兆円 18.5 20.4 21 -

-

外国人リピーター数

実績値

28年度
中間目標 目標年度

- 年度

目標値 兆円 - - -

32 年度

日本人国内旅行消費額

実績値

27年度

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



事業番号 事業名所管府省名

○

中間段階での支出は合理的なものとなっている。

地方自治体で行う事業への支援であるため、国費投入が妥
当である。

○

評　価項　　目

早期の観光産業再生という強いニーズに対して、迅速に応
えるための事業である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

早期の旅行需要の回復のための使途に限定している。

‐

改善の
方向性

-

地震により深刻な被害を受けた観光産業の再生のためには必要不可欠な事業であり、国の責任でもって迅速に実施していくことの妥当性を示
している。

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

無

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

観光産業の再生に向けて必要かつ適切な事業であり、早期
の実施が必要なため優先度は高い。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

目標に見合う成果実績となっている。

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込みに見合う活動実績となっている。

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

受益者との負担関係は妥当である。

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　

-

-

新28-0020

-

-

-

-平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

外部有識者の所見

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

交付申請受付、交付金交付

※各県別に定める交付限度額を上限として各県に配布

観光庁

17,559百万

【交付金交付】

A．地方自治体
熊本県ほか７県（九州）

17,559百万

＜熊本県の場合＞

九州観光支援交付金

6,212百万円

九州観光支援交付金

割引総額 5,316百万円

広報宣伝費 675百万円

管理委託費 222百万円

＜交付金内訳＞



支出先上位１０者リスト

A.

熊本県

大分県

鹿児島県

長崎県

福岡県

宮崎県

佐賀県

管理委託費

金　額
(百万円）

A.熊本県

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

広告宣伝費
民間会社（旅行会社）へのプロモーション事
業実施やチラシ・パンフレット等事業宣伝

675

使　途

割引額

222

B.
金　額

(百万円）

5,316

費　目 使　途

計 6,213 計 0

民間会社（旅行会社）への旅行代金割引用

費　目

5 - -

4

- -

補助金等交付

補助金等交付

-

7

6

1

- -

- -

8000020460001

4000020420000

6000020400009

4000020450006

1000020410004

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

-

- -

2

3

- -

法　人　番　号

1000020440001

7000020430005 6,212

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

九州観光支援交付金事業

九州観光支援交付金事業

九州観光支援交付金事業

九州観光支援交付金事業

九州観光支援交付金事業

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

6,035

1,742

1,690

-159

補助金等交付883

九州観光支援交付金事業

九州観光支援交付金事業

839



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

-

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

-

事業番号 0246

観光立国、地方創生

29年度当初予算

-

- -

26年度

- - 1

年度-

鳥取の観光復興に向けての総合支援プログラム

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

- 19,112

20,000

96 -

-

-

100 -

- -

関係する計画、
通知等

達成度

-

-

-

年度

-

-

-

-

27年度

100／１

- - 1

人

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 100 0 0

- 100

執行率（％） - - 100%

平成２８年度
事業終了

（予定）年度
平成２８年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

平成２８年鳥取地震で被害を受けた鳥取県の早期の旅行需要の回復のため、国が補助金を交付することにより、速やかかつ着実な観光再生を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

人
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

-

-

-

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

単位

交付額／交付対象数

単位当たり
コスト

-

27年度

鳥取県が策定した観光支援事業費補助金実施計画に基づき要する費用に対して国が補助金を交付する。

- -

-

- -

- -

事業期間（平成２９年１月
～３月）における宿泊者数

-

鳥取県を周遊する旅行商品造成支援 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 産業政策担当参事官室 参事官　黒須　卓

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

-

地震により減少した宿泊者
数の早期回復を図る

実施方法

26年度

％

県

-

観光支援事業補助金の交付対象数

-

29年度活動見込

- - 100

活動実績

28年度

百万

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
観光立国推進基本法第２１条

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

県

計算式 　　/

-

26年度 27年度 28年度

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
鳥取県調べ

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

-

-

-



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績

目標値

達成度 ％

達成度 ％

28年度
中間目標 目標年度

- 年度

目標値 兆円 - - -

32 年度

日本人国内旅行消費額

実績値

27年度

施策 ２０ 観光立国を推進する

政策 ６ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

兆円 18.5 20.4 21 -

-

外国人リピーター数

実績値

-

目標年度

- 年度 32 年度

- 2,400目標値 万人

年度

中間目標

実績値 万人 1,341

単位

1,575 2,514 2,845

中間目標 目標年度

目標値

訪日外国人旅行者数

- -

訪日外国人旅行消費額

実績値 兆円

26年度
年度

- -

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業により、鳥取県の宿泊者数を初めとする旅行者数の増加が見込まれることが期待され、またそれに伴い、旅行消費額の増加に寄与できる。

- 32
定量的指標

1,974

ＫＰＩ
（第一階層）

-

- -

改革
項目

分野： -

7,000

- 21

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

1,159

定量的指標 単位 26年度

地方部での外国人延べ宿泊者数

2 3.5 3.7 -

目標値 兆円 -

万人泊実績値

-

- 年度

定量的指標
年度

万人泊 -

8

年度

32

年度

-

1,426 -

28年度
中間目標

27年度 28年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

年度

2,404 -

目標値 万人

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

単位

27年度

計画開始時
28年度 29年度

万人 837

単位 26年度

年度

- -

目標値

中間目標

4,000

目標最終年度

目標年度

- 年度 32

- -

-

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

受益者との負担関係は妥当である。

国
費
投
入
の

必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込みに見合う活動実績となっている。

備考

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

行政事業レビュー推進チームの所見

成果実績は目標値に達していないが、これは１～２月の大雪
の影響によるキャンセルが多かったためであり、事実上目標
に見合う成果実績となっている。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

観光産業の再生に向けて必要かつ適切な事業であり、早期
の実施が必要なため優先度は高い。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

無

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

早期の旅行需要の回復のための使途に限定している。

‐

外部有識者の所見

改善の
方向性

-

地震により深刻な被害を受けた観光産業の再生のためには必要不可欠な事業であり、国の責任でもって迅速に実施していくことの妥当性を示
している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

早期の観光産業再生という強いニーズに対して、迅速に応
えるための事業である。
地方自治体で行う事業への支援であるため、国費投入が妥
当である。

○

○

中間段階での支出は合理的なものとなっている。

事業番号 事業名所管府省名



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成22年度

平成28年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

-

-

-

-

-

-

-

補助金交付申請受付

補助金交付

観光庁

100百万

【補助金交付】

A．地方自治体

鳥取県

100百万

B．民間会社（旅行会社）

61社

100百万

旅行代金の割引に適用



支出先上位１０者リスト

A.

B

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

6

7

4

5

株式会社JTB国内旅
行企画

3010701025283 旅行代金割引 8 補助金等交付 - - -

10

8

9

株式会社JTBメディ
アリテーリング

1010001121157 旅行代金割引 3 補助金等交付 - - -

株式会社読売旅行 1010001060090 旅行代金割引 7 補助金等交付 - - -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社阪急交通
社

7120001126734 旅行代金割引 18 補助金等交付 - -

補助金等交付 - - -

株式会社日本旅行 1010401023408 旅行代金割引 8 補助金等交付 - - -

2

-

クラブツーリズム株
式会社

2011101005901 旅行代金割引 13

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

－観光支援事業費補助金 - -

法　人　番　号

7000020310000 100

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付1

割引額民間会社（旅行会社）への旅行代金割引用

費　目

計 100 計 18

費　目 使　途

B.株式会社阪急交通社
金　額

(百万円）

100 旅行代金の割引

使　途

補助金

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.鳥取県

7010001026202 旅行代金割引 3 補助金等交付 - - -

株式会社タビックス
ジャパン

近畿日本ツーリスト
個人旅行株式会社

3010001148933 旅行代金割引 6 補助金等交付 - - -

8010001050044

18

旅行代金割引 5 補助金等交付 - - -

株式会社農協観光

名鉄観光サービス株
式会社

4180001033060 旅行代金割引 3 補助金等交付 - - -

鳥取県


